
106

８．3.11地震における広域の津波特性を考慮した特性化モデル

８．１ 大すべり域・超大すべり域の設定

８．２ 設定フロー

８．３ 妥当性の確認
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• 広域の津波特性（痕跡高）を考慮するため，内閣府（2012）で示されている大すべり域・超大すべり域の面積よりも大きい面積を示している杉野ほか
（2014）を参考として，特性化モデルを設定した。

 大すべり域：津波断層の平均すべり量の1.4倍，全体面積の40％程度（超大すべり域を含む）

 超大すべり域：津波断層の平均すべり量の３倍，全体面積の15％程度

• なお，福島県沿岸には10m以上の痕跡高が多数見られることを踏まえ，設定する特性化モデルの大すべり域・超大すべり域の面積は，杉野ほか
（2014）に示されている面積比率よりも大きく設定※１した。
※１：大すべり域：43.5％（超大すべり域を含む），超大すべり域：16.0％

杉野ほか（2014）によるMw8.9以上の規模の地震の

大すべり域・超大すべり域の設定方法

（杉野ほか（2014））
青森県北部～茨城県南部における3.11地震に伴う津波の痕跡高※２

（東北地方太平洋沖地震津波合同調査グループ（2012））

※２：海岸線からの距離1000m以内，信頼度Aのデータ（総数：2,686）

：痕跡位置 ：痕跡高

８．3.11地震における広域の津波特性を考慮した特性化モデル

８．１ 大すべり域・超大すべり域の設定①

第949回審査会合（R3.2.19）
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• 3.11地震から得られた知見，世界のプレート境界面で発生しているM９クラスの巨大地震に係る最新の科学的・技術的知見に基づく，各領域の固着等
に関する分析結果を踏まえて設定した。

各領域の固着等に関する分析結果

（地震調査研究推進本部（2019）に一部加筆）

固着度：小

（M８クラス以下）

プレート境界深部の固着度は，
岩手県沖南部よりも大きいと考えられる。

女川原子力
発電所

固着度：大

（M９クラス）

凡例
固着域 非固着域

（Seno（2014）を参考に作成）

固着度：中

（M８クラス）

固着度：小

（M８クラス以下）

固着度：小

（M８クラス以下）

低地震活動域が青森県東北

沖及び岩手県沖北部への破

壊伝播を防ぐ。

蓄積する歪みの

量に限度がある。

テクトニクス的背景の

違いが構造境界（破壊

のバリア）となる。

長期的な非地震性すべり

が，隣接する宮城県沖にお

けるM９クラスの固着の破

壊を助長する。

■超大すべり域の設定

• 岩手県沖：低地震活動域を考慮して，プレート間地震発生領域の浅部に設定。

• 宮城県沖：3.11地震時のすべり分布形状，同領域の固着度並びに固着の破壊を助長
する長期的な非地震性すべりの発生領域を考慮して，福島県沖を含む範囲に設定。

■大すべり域の設定

• 岩手県沖・宮城県沖の超大すべり域を取り囲むように設定。

構造境界

（破壊のバリア）

低地震活動域（SLSR)の位置

（Ye et al.(2012)）

すべり分布

長期的なスロースリップの発生領域

（Yokota and Koketsu（2015））

岩手県沖の

超大すべり域

宮城県沖の

超大すべり域

大すべり域

８．3.11地震における広域の津波特性を考慮した特性化モデル

８．１ 大すべり域・超大すべり域の設定②

第949回審査会合（R3.2.19）
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想定波源域の設定

プレート境界面形状の設定

断層面積（S）の算定

 スケーリング則の適用

（円形破壊面を仮定した関係式）

・地震モーメント（Mo）の算定

・平均すべり量（D）の算定

２．微視的波源特性の設定

大すべり域・超大すべり域・背景領域の設定

 各領域のすべり量の算定

断層モデルへの微視的波源特性の反映

■大すべり域

各パラメータ一覧

プレート境界面

• 約10km四方の小断層（総
数：1317）でプレート境界面
を近似。

３．基準断層モデルの設定

 設定したプレート境界面に微視的波源特性を反映。

ﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ（Mw）の算定

すべり量分布 地殻変動量分布

※：超大すべり域を除いた面積比率

平均応力降下量
（⊿σ）の設定

：与条件

１．巨視的波源特性の設定

パラメータ 設定方法 設定値

すべり量（D1）
平均すべり量（D）の1.4倍※1

杉野ほか（2014）
12.80（m）

■超大すべり域

パラメータ 設定方法 設定値

すべり量（D2）
平均すべり量（D）の3倍

※2

杉野ほか（2014）
27.43（m）

■背景領域

パラメータ 設定方法 設定値

すべり量（Db）
平均すべり量（D）の0.33倍※3

杉野ほか（2014）
3.02（m）

※1：全体面積の40％（超大すべり域を含む）に相当する

すべり量

※2：全体面積の15％に相当するすべり量

※3：全体面積の60％に相当するすべり量

すべり量 3.02（m）

断層面積
（面積比率）

72,841(km2)
（56.5%）

地震ﾓｰﾒﾝﾄ
Mob 1.10×1022（Nm）

すべり量 12.80（m）

断層面積※

（面積比率）
35,497(km2)
（27.5%）

地震ﾓｰﾒﾝﾄ
Mo1 2.27×1022（Nm）

すべり量 27.43（m）

断層面積
（面積比率）

20,696(km2)
（16.0%）

地震ﾓｰﾒﾝﾄ
Mo2 2.84×1022（Nm）

大すべり
域

超大すべ
り域

背景領域

9.13

海溝軸～深さ60km

129,034（km2）

6.21×1022（Nm）

3.26（MPa）

5.0×10
10

（N/m
2
）

9.62（m）

太平洋プレートの
運動方向に基づい
て設定

60（ｓ）

剛性率（μ）

平均すべり量（D）

（=16/(7π3/2）・⊿σ・S
1/2

/μ）

すべり角λ

ライズタイムτ

地震発生深さ

断層面積（S）

平均応力降下量（⊿σ）

（=7/16・Mo・（S/π）-3/2）

ﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ（Mw）

地震ﾓｰﾒﾝﾄMo
（=Mob+Mo1+Mo2）

８．3.11地震における広域の津波特性を考慮した特性化モデル

８．２ 設定フロー

パラメータ 設定方法 設定値

断層面積（S） 青森県東方沖～茨城県沖 129,034（km
2
）

地震発生深さ
地震調査研究推進本部

（2012）
海溝軸～深さ60km

平均応力降下量（⊿σ） 杉野ほか（2014） 3.1（MPa）

剛性率（μ） 土木学会（2016） 5.0×10
10

（N/m
2
）

地震ﾓｰﾒﾝﾄ（Mo） 16/(7π
3/2

）・⊿σ・S
3/2

5.90×10
22

（Nm）

平均すべり量（D） 16/(7π
3/2

）・⊿σ・S
1/2

/μ 9.14（m）

第949回審査会合（R3.2.19）
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：1350mメッシュ

：450mメッシュ

：150mメッシュ

：50mメッシュ

：17mメッシュ

：5.6mメッシュ

杉野ほか（2014）の計算領域

（杉野ほか（2014）に一部加筆）

青森県北部～茨城県南部における3.11地震に伴う津波の痕跡高※

（東北地方太平洋沖地震津波合同調査グループ（2012））

：痕跡位置 ：痕跡高

• 杉野ほか（2014）を参考に，3.11地震の津波波源に直接面した沿岸の青森県北部～茨城県南部の痕跡高の再現性を確認し，広域の津波の特性
を適切に考慮しているかを確認する。

※：原子力発電所の立地条件，津波特性を把握するために十分な痕跡数を確保
する観点から，海岸線沿いから1000m以内，信頼度Aのデータ（痕跡数：2,686地点）
を用いる。

８．3.11地震における広域の津波特性を考慮した特性化モデル

８．３ 妥当性の確認：基本方針

第949回審査会合（R3.2.19）

資料1-2 p108 再掲
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B領域 C領域 D領域 E領域 F領域

空間格子間隔
Δs

2.5 km
833 m

(2500/3)
278 m

(2500/9)
93 m

(2500/27)
31 m

(2500/81)

時間格子間隔Δt 0.1秒

基礎方程式
線形

長波式
非線形長波式（浅水理論）

沖側境界条件 自由透過 外側の大格子領域と水位・流量を接続

陸側境界条件 完全反射
完全反射

（海底露出を考慮）
小谷ほか（1998）の遡上境界条件

初期海面変動
波源モデルを用いてMansinha and Smylie(1971)の方法により計算される鉛直変位
を海面上に与える

海底摩擦 考慮しない マニングの粗度係数 n = 0.03m-1/3s（土木学会（2016）より）

水平渦動粘性
係数

考慮しない

潮位条件 T.P.-0.40m（地震発生時の潮位）

計算再現時間 地震発生後4時間

主な計算条件

計算領域とその水深及び格子分割

• 再現性を確認する青森県北部～茨城県南部の最小空間格子間隔を31mに設定した。

８．3.11地震における広域の津波特性を考慮した特性化モデル

８．３ 妥当性の確認：解析条件

第949回審査会合（R3.2.19）
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• 設定した特性化モデルは，土木学会（2016）の再現性の目安を満足するとともに，津波高が大きい岩手県沿岸～福島県沿岸の痕跡高を良好に再現
しており，広域の津波特性を適切に考慮していることを確認した。

• さらに，女川地点を含む宮城県周辺（北緯39°～北緯38°）については，痕跡高に対して計算値の方が大きく（K=0.86，κ=1.36，ｎ=836），安全側の
モデルになっていることを確認した。

基準断層モデル K κ n

広域の津波特性を考慮した
特性化モデル

0.98 1.39 2,686

※：再現性の目安 0.95＜K＜1.05，κ＜1.45 （土木学会（2016））

痕跡高と計算値の比較

：痕跡位置
：痕跡高

：計算値

すべり量分布

【広域の津波特性を考慮した特性化モデル】 【痕跡高の再現性の確認結果】

８．3.11地震における広域の津波特性を考慮した特性化モデル

８．３ 妥当性の確認：痕跡高の再現性確認

以上から，設定した特性化モデルは，3.11地震の広域の津波特性を適切に考慮していることを確認した。

第949回審査会合（R3.2.19）

資料1-2 p110 再掲
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９．１ 基本方針

９．２ 想定波源域及び大すべり域・超大すべり域の設定

９．３ 設定フロー

９．４ 妥当性の確認

９．3.11地震における宮城県沖の大すべり域の破壊特性を考慮した特性化モデル
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• 宮城県沖における大すべり域の破壊特性を適切に考慮するため，杉野ほか（2013）を参考に，破壊特性が表れる地殻変動量（プレート境界の破壊），
沖合いの観測波形（津波伝播）及び女川原子力発電所の津波水位（津波遡上）について，3.11地震の実現象を再現する特性化モデルを設定する。

：大すべり域の位置

宮城県沖の大すべり域の破壊特性

を考慮した特性化モデル

【確認項目】

ⅰ．地殻変動量（プレート境界の破壊）

ⅱ．沖合いの観測波形（津波伝播）

ⅲ．発電所の津波水位（津波遡上）

９．3.11地震における宮城県沖の大すべり域の破壊特性を考慮した特性化モデルの設定

９．１ 基本方針

杉野ほか（2013）

第949回審査会合（R3.2.19）
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長周期地震動に基づくすべり分布（Wu et al.(2012)に一部加筆）

■想定波源域の設定

• 宮城県沖の大すべり域の破壊特性（地震特性）を特性化モデルに反映する観点から，想定波源域は，地震調査研究推進本部（2019）による超巨大
地震（東北地方太平洋沖型）の想定波源域と同様に，岩手県沖南部～茨城県沖に設定した。

■大すべり域・超大すべり域の設定

• 国内外の巨大地震の解析事例の調査に基づき大すべり域・超大すべり域のすべり量及び全体面積に占める面積比率を示している内閣府（2012）
を参考に設定した。

宮城県沖の大すべり域の破壊特性

を考慮した特性化モデルのすべり分布

 大すべり域：津波断層の平均すべり量の２倍，全体面積の20％程度（超大すべり域を含む）

 超大すべり域：津波断層の平均すべり量の４倍，全体面積の５％程度

• なお，設定した特性化モデルの大すべり域・超大すべり域の面積は，震源の全体的な破壊の動きを捉えていると考えられる長周期観測地震動に
基づいて推定された震源断層モデル（Wu et al.(2012)）のすべり分布を参考として（杉野ほか（2013）），内閣府（2012）に示されている面積比率より
も大きく設定※１した。

※１：大すべり域：20.7％（超大すべり域を含む），超大すべり域：7.5％

９．3.11地震における宮城県沖の大すべり域の破壊特性を考慮した特性化モデルの設定

９．２ 想定波源域及び大すべり域・超大すべり域の設定

第949回審査会合（R3.2.19）
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１．巨視的波源特性の設定

想定波源域の設定

プレート境界面形状の設定

断層面積（S）の算定

 スケーリング則の適用

（円形破壊面を仮定した関係式）

・地震モーメント（Mo）の算定

・平均すべり量（D）の算定

２．微視的波源特性の設定

（1）大すべり域・超大すべり域の設定

 断層面積（S2,S4）の算定

 すべり量（D2,D4）の算定

 地震ﾓｰﾒﾝﾄ（Mo2,Mo4）の算定

（2）-1 基本すべり域の設定

断層モデルへの微視的波源特性の反映

■大すべり域

■超大すべり域

各パラメータ一覧

プレート境界面

（すべり分布のブロック割図）

• 約10km四方の小断層（総
数：1107）でプレート境界面
を近似。

• すべり分布の設定にあたっ
ては，小断層を約40ｋｍ四
方にブロック化（総数：70）し，
各ブロックのすべり量を
同一に与える。

（2）地震ﾓｰﾒﾝﾄの調整（すべり量の調整）

■基本すべり域

（2）-2 各領域の地震ﾓｰﾒﾝﾄ（合計）の算定

 Mo’= Mo2+Mo4+Mob’= 5.63 ×1022（Nm）

（2）-3 地震ﾓｰﾒﾝﾄの調整（すべり量の調整）

 Mo/Mo’＝4.33×1022（Nm）/5.63×1022（Nm）

＝0.77

 上記倍率を用いて，基準断層モデルに反映する
各領域のすべり量を一律に調整する。

調整前 調整後

基本すべり域 8.07（m） 6.21（m）

大すべり域 16.14（m） 12.42（m）

超大すべり域 32.28（m） 24.83（m）

３．基準断層モデルの設定

 設定したプレート境界面（すべり分布のブロック
割図）に微視的波源特性を反映。

ﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ（Mw）の算定

すべり量 6.21（m）

断層面積　　　
（面積比率）

85,165(km2)
（79.3%）

すべり量 12.42（m）

断層面積　　　

（面積比率）※
22,192(km2)
（20.7%）

すべり量 24.83（m）

断層面積　　　
（面積比率）

8,078(km2)
（7.5%）

8.43（m）

基本すべ
り域

大すべり
域

超大すべ
り域

平均すべり量D

すべり量分布 地殻変動量分布

基本すべり域

超大すべり域

大すべり域

※：大すべり域と超大すべり域をあわせた領域の面積比率
は20％。

※：大すべり域と超大すべり域をあわせた領域の面積比率

平均応力降下量
（⊿σ）の設定

：与条件

9.04

海溝軸～深さ60km

107,357（km2）

3.13（MPa）

5.0×1010（N/m2）

4.52×1022（Nm）

太平洋プレートの運動
方向に基づいて設定

60（ｓ）

ﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ（Mw）

地震発生深さ

断層面積（S）

平均応力降下量（⊿σ）

（=7/16・Mo・（S/π）-3/2）

剛性率（μ）

地震ﾓｰﾒﾝﾄMo

すべり角λ

ライズタイムτ

９．3.11地震における宮城県沖の大すべり域の破壊特性を考慮した特性化モデルの設定

９．３ 設定フロー

パラメータ 設定方法 設定値

断層面積（S） 岩手県沖南部～茨城県沖 107,357（km
2
）

地震発生深さ
地震調査研究推進本部

（2012）
海溝軸～深さ60km

平均応力降下量（⊿σ）
内閣府（2012），

Murotani et al.(2013)
3（MPa）

剛性率（μ） 土木学会（2016） 5.0×10
10

（N/m
2
）

地震ﾓｰﾒﾝﾄ（Mo） 16/(7π
3/2

）・⊿σ・S
3/2

4.33×10
22

（Nm）

平均すべり量（D） 16/(7π
3/2

）・⊿σ・S
1/2

/μ 8.07（m）

パラメータ 設定方法 設定値

断層面積（S 2） 断層面積（S）の15％
※

16,104（km
2
）

すべり量（D 2）
平均すべり量（D）の２倍

内閣府（2012）
16.14（m）

剛性率（μ） 土木学会（2016） 5.0×10
10

（N/m
2
）

地震ﾓｰﾒﾝﾄ（M o2） μ・S 2・D2 1.30×10
22

（Nm）

パラメータ 設定方法 設定値

断層面積（S ４） 断層面積（S）の5％ 5,368（km
2
）

すべり量（D ４）
平均すべり量（D）の４倍

内閣府（2012）
32.28（m）

剛性率（μ） 土木学会（2016） 5.0×10
10

（N/m
2
）

地震ﾓｰﾒﾝﾄ（M o４） μ・S ４・D４ 8.66×10
21

（Nm）

パラメータ 設定方法 設定値

断層面積（S ｂ
’
） 断層面積の80％ 85,885（km

2
）

すべり量（D b
’
） 平均すべり量（D） 8.07（m）

剛性率（μ） 土木学会（2016） 5.0×10
10

（N/m
2
）

地震ﾓｰﾒﾝﾄ（M ob’） μ・S b'・Db' 3.47×10
22

（Nm）

第949回審査会合（R3.2.19）
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• Fujiwara et al.(2011)は，3.11地震前後の海底地形データの比較から，宮城県沖の海溝軸付近において，水平方向に50～56m，上下方向（水平変位
に伴う鉛直変位も含む）に11m（σ=8.53）～16m（σ=9.35）の変位が生じたとしている。

調査位置図（Fujiwara et al.(2011)）

地震時変位の概略断面図（図：（Ｄ））

（Fujiwara et al.(2011)）

陸側斜面及び海側斜面の地震時の変位

（Fujiwara et al.(2011)）

■3.11地震の地殻変動量（地球物理学的知見）

９．3.11地震における宮城県沖の大すべり域の破壊特性を考慮した特性化モデルの設定

９．４ 妥当性の確認：地殻変動量（プレート境界の破壊）の比較①

第949回審査会合（R3.2.19）
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• 各機関等で提案されている3.11地震に伴う津波の再現モデルのうち，津波波形等をインバージョンした内閣府（2012）モデル，Satake et al.（2013）
55枚モデルの地殻変動量から，津波特性を良好に再現する最大鉛直変位は12m程度であることが確認される。

すべり量分布（合計） 地殻変動量（上下動）の時間変化

（ライズタイム※：300（s））

すべり量分布 すべり量の時間変化（ライズタイム※：210（ｓ））

地殻変動量分布（合計）

【内閣府（2012）モデル】（内閣府（2012））

地殻変動量分布（合計）

地殻変動量（断面図）（合計）

：内閣府（2012）モデル

： Satake et al.（2013）55枚モデル
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以上の地球物理学的知見及び再現モデルによる地殻変動量から，3.11地震による最大鉛直変位は12ｍ程度と考えられる。

【Satake et al.（2013）55枚モデル】 （Satake et al.（2013））

※：大きなすべりを生じた領域における
破壊開始から破壊終了までの時間

■3.11地震の地殻変動量（3.11地震に伴う津波の再現モデル）

９．3.11地震における宮城県沖の大すべり域の破壊特性を考慮した特性化モデルの設定

９．４ 妥当性の確認：地殻変動量（プレート境界の破壊）の比較②

第949回審査会合（R3.2.19）
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• 設定した特性化モデルの内閣府（2012）モデルと同様の条件下で算定される最大鉛直変位は13m程度であり，3.11地震による最大鉛直変位と整合
的であることを確認した。

【宮城県沖の大すべり域の破壊特性を考慮した特性化モデルの地殻変動量分布】

ライズタイム：300（s）相当

地殻変動量（断面図）

発
電
所
地
点

3.11地震による最大鉛直変位：
12m程度

■地殻変動量（プレート境界の破壊）の比較

９．3.11地震における宮城県沖の大すべり域の破壊特性を考慮した特性化モデルの設定

９．４ 妥当性の確認：地殻変動量（プレート境界の破壊）の比較③

第949回審査会合（R3.2.19）
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• 設定した特性化モデルによる計算波形は，女川原子力発電所前面海域の観測波形に見られる津波特性（津波水位，周期，津波の到達時間）と整合
的であることを確認した。

比較位置

宮城県沖の大すべり域の破壊特性を考慮
した特性化モデル

：観測波形

：計算波形

女川原子力

発電所

９．3.11地震における宮城県沖の大すべり域の破壊特性を考慮した特性化モデルの設定

９．４ 妥当性の確認：沖合いの観測波形（津波伝播）の比較

第949回審査会合（R3.2.19）
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宮城県沖の大すべり域の破壊特性を
考慮した特性化モデル

東北電力（2011）を一部修正

【女川原子力発電所敷地における痕跡調査結果】 【最大水位上昇量分布】

凡 例

：津波の痕跡が認められる位置

：主要施設が設置されている敷地

N

• 設定した特性化モデルによる女川原子力発電所敷地における最大水位上昇量分布は，実際の現象と整合的であることを確認した。

９．3.11地震における宮城県沖の大すべり域の破壊特性を考慮した特性化モデルの設定

９．４ 妥当性の確認：女川原子力発電所の津波水位（津波遡上）の比較

以上から，設定した特性化モデルは，3.11地震時の地殻変動量（プレート境界の破壊），沖合いの観測波形（津波伝播）及び発電所の津波水位
（津波遡上）を良好に再現しており，宮城県沖大すべり域の破壊特性を適切に考慮していることを確認した。

第949回審査会合（R3.2.19）
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10．超大すべり域のすべり分布の設定

10．１ 設定内容

10．２ 3.11地震における宮城県沖の大きなすべりの発生要因

10．３ 青森県東方沖及び岩手県沖北部の地質学的・地震学的特徴

10．４ まとめ
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10．超大すべり域のすべり分布の設定

10．１ 設定内容

3.11地震時のすべり分布

（地震調査研究推進本部（2012）に一部加筆）

宮城県沖の大すべり域の破壊特性を

考慮した特性化モデル

広域の津波特性を

考慮した特性化モデル

3.11地震における宮城県沖の破壊特性を再現する
特性化モデルを参考に設定した特性化モデル

特性化モデル①

宮城県沖の

超大すべり域

宮城県沖の

超大すべり域

青森県東方沖及び
岩手県沖北部の

超大すべり域

青森県東方沖及び
岩手県沖北部の

超大すべり域

☆：震源（深さ約20㎞）

大きなすべりが
生じた範囲：約100㎞

• 青森県東方沖及び岩手県沖北部ではM９クラスの巨大地震発生した記録が無いことから，同領域に設定する超大すべり域のすべり分布は，日本海溝
沿いで発生した3.11地震における宮城県沖の大きなすべりの発生要因を分析した上で，青森県東方沖及び岩手県沖北部との地震学的・地質学的特
徴の類似性から，深さ約20㎞～0㎞の範囲（幅：約100㎞）に設定した。

• 次頁以降に，各検討の詳細を示す。

第949回審査会合（R3.2.19）
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• 3.11地震で大きなすべりを生じた要因について，長谷川（2015）は，「①プレート境界最浅部は剛性率が小さい付加体であり，この付加体の幅は
宮城県沖が最も狭いとともに（Tsuru et al.（2002）），②海底地震計による余震分布（Obana et al.（2013），下図）等から，海溝軸から陸側に少なく
とも30～35km程度までは固着は強くないと考えられる。したがって，宮城県沖の大きなすべりは，本震による断層面での食い違いに伴う弾性的な
静的応答のみでなく，その他の非弾性的な応答や動的応答も含まれたものであることを示唆する。」としている。

• また，文部科学省（2014）は，「3.11地震の際に大きく滑った海溝軸近傍のプレート境界で，本震の前後ともに小地震の活動が見られないことは，
そこで自発的な震源核形成が起こらないことを示唆する。」としている。

海底地震計の設置位置と3.11地震のすべり分布

（Obana et al.(2013））
3.11地震の余震分布とP波速度構造の関係

（Obana et al.(2013）に一部加筆）

■ダイナミックオーバーシュート（１/２）

10．超大すべり域のすべり分布の設定

10．２ 3.11地震における宮城県沖の大きなすべりの発生要因（１／４）

付加体の幅：30㎞

第949回審査会合（R3.2.19）
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• Ide et al.（2011）は，3.11地震の地震波の解析に基づき，以下の見解を示している。

 3.11地震は，①浅部の比較的静かなすべり，②深部における高周波を放射する破壊の２つの破壊モードからなる。

 このうち，①のすべりは地震以前に蓄えられていたひずみを解放するだけではなく，さらにすべり過ぎたことが，地震直後に陸側プレート内で
正断層地震が発生したことから推定される。これがダイナミックオーバーシュート（動的過剰すべり）と呼ばれる現象である。

 浅部のダイナミックオーバーシュートは，それに先立つ深部のエネルギッシュな破壊により励起された。深部側の破壊が存在しなければ，
巨大な津波は発生しなかった。

（左図）コンター：総すべり量の分布，0309：前震（Mw7.3）のメカニズム，MS：本震のメカニズム，
0312及び0314：余震（それぞれMw6.5,Mw6.1）のメカニズム，青点：前震の震央，赤点：余震の震央，
グラフ：地震モーメントの放出速度の推移

（右図）すべり速度分布のスナップショット

（Ide et al.(2011)） 時間毎の破壊過程の模式図（井出（2011））

10．超大すべり域のすべり分布の設定

10．２ 3.11地震における宮城県沖の大きなすべりの発生要因（２／４）

■ダイナミックオーバーシュート（２/２）

第949回審査会合（R3.2.19）
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• Kozdon and Dunham(2013）は，地震探査で得られた宮城県沖の地震波速度構造を模した沈み込みプレート境界モデルを用いた２次元動的破壊シ
ミュレーションから，付加体の幅の違いがプレート境界浅部のすべり量に与える影響を検討し，付加体の幅が小さいほどプレート境界浅部のすべり
量が増大する傾向があるとしている。

• 宮城県沖の付加体の幅は，日本海溝沿いの他領域と比較して狭い（Tsuru et al.（2002））。

■付加体の幅とすべり量の関係

10．超大すべり域のすべり分布の設定

10．２ 3.11地震における宮城県沖の大きなすべりの発生要因（３／４）

宮城県沖のプレート境界モデル

（２次元動的破壊シミュレーションモデル）

（Kozdon and Dunham（2013））

動的破壊シミュレーションによる付加体の幅と

断層すべり量，水平・上下変位の関係

（Kozdon and Dunham（2013）に一部加筆）

付加体の幅

宮城県沖相当

日本海溝沿いにおける付加体（低速度堆積物）の分布

（Tsuru et al.（2002）に一部加筆）

第949回審査会合（R3.2.19）
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■まとめ

10．超大すべり域のすべり分布の設定

10．２ 3.11地震における宮城県沖の大きなすべりの発生要因（４／４）

• 宮城県沖のプレート境界浅部には，自発的な震源核形成が起こらない付加体が分布し（文部科学省（2014）），その幅は約30㎞である（Obana et 
al.（2013））。

• また，宮城県沖の付加体の幅は，日本海溝沿いの他領域と比較して狭い（Tsuru et al.（2002））。

【地質学的特徴】

• 3.11地震の大きなすべりは，深部の破壊を起点としたダイナミックオーバーシュートによるものであり（長谷川（2015），Ide et al.（2011）），付加体の
幅が狭いほどすべり量は大きい（Kozdon and Dunham（2013））。

【地震学的特徴（大きなすべりの発生要因） 】

第949回審査会合（R3.2.19）
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■地質学的特徴

• 1994年三陸はるか沖地震の震源付近のプレート境界浅部には，幅約40㎞の付加体が分布する（Ito et al.（2004））。

• 同付加体の範囲では，1994年三陸はるか沖地震の余震は発生していないことから，3.11地震で大きなすべりを生じた宮城県沖の付加体と同様に
自発的な震源核形成を起こさない領域と考えられる。

10．超大すべり域のすべり分布の設定

10．３ 青森県東方沖及び岩手県沖北部の地質学的・地震学的特徴

1994年三陸はるか沖地震の余震分布と地質構造の関係

（Ito et al.（2004））
1994年三陸はるか沖地震震源域付近の地質構造

（Ito et al.（2004））

付加体の幅：40㎞

第949回審査会合（R3.2.19）
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■地震学的特徴

• 青森県東方沖及び岩手県沖北部で発生している既往地震の震源深さは，3.11地震の震源と同様に深さ約20㎞であり，その深部にはカップリング率が
ほぼ100％に近いアスペリティが分布する（Yamanaka and Kikuchi(2004)，永井ほか（2001））。

青森県東方沖及び岩手県沖北部における
既往地震の震源位置及びアスペリティ分布

（Yamanaka and Kikuchi(2004)，永井ほか（2001））

10．超大すべり域のすべり分布の設定

10．３ 青森県東方沖及び岩手県沖北部の地質学的・地震学的特徴

3.11地震時のすべり分布

（地震調査研究推進本部（2012）に一部加筆）

☆：震源（深さ約20㎞）

第949回審査会合（R3.2.19）
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10．超大すべり域のすべり分布の設定

10．４ まとめ

• 青森県東方沖及び岩手県沖北部のプレート境界浅部には，宮城県沖と同様に自発的な震源核形成を起こさない付加体が存在すると考えられる。

• 付加体の幅（約40㎞）は宮城県沖（30㎞）よりも広いことから，3.11地震規模のすべりを生じるためには，3.11地震以上のエネルギー（固着）が必要と
考えられる。

■地質学的特徴の類似性

• 青森県東方沖及び岩手県沖北部で発生している既往地震の震源深さは宮城県沖と同様の約20㎞であり，その深部にはカップリング率がほぼ100％
に近いアスペリティが分布する。

■地震学的特徴の類似性

• 宮城県沖と青森県東方沖及び岩手県沖北部の地質学的・地震学的特徴には類似性があり，青森県東方沖及び岩手県沖北部に分布する付加体の
幅は宮城県沖よりも広いことを踏まえれば，3.11地震規模のすべりが発生するとした場合，その発生要因は，深部の破壊を起点としたダイナミック
オーバーシュートによるものと考えられる。

• 以上から，各特性化モデルに反映する超大すべり域のすべり分布は，宮城県沖と同様に深部の破壊を含む深さ約20㎞～0kmの範囲（幅：約100㎞）
に設定する。

1994年三陸はるか沖地震震源域付近の地質構造

（Ito et al.（2004））

付加体の幅：40㎞付加体の幅：30㎞

3.11地震の余震分布とP波速度構造の関係

（Obana et al.(2013））

第949回審査会合（R3.2.19）
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11．１ 検討方針

11．２ 超大すべり域位置の影響

11．３ 破壊の時間差の影響

11．４ まとめ

11．十勝沖・根室沖の超大すべり域が発電所の津波高さに及ぼす影響
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11．十勝沖・根室沖の超大すべり域が発電所の津波高さに及ぼす影響

11．１ 検討方針

• 超大すべり域位置の不確かさの考慮（概略パラメータスタディ）は，発電所の津波高さに及ぼす影響が大きい青森県東方沖及び岩手県沖北部の超
大すべり域を対象に実施しているが，特性化モデル①は，地震学的・測地学的見地から十勝沖・根室沖にも超大すべり域を設定していることから，
十勝沖・根室沖の超大すべり域が発電所の津波高さに及ぼす影響を確認するため，同領域の「超大すべり域位置（検討１）」，並びに「青森県東方
沖及び岩手県沖北部に設定した超大すべり域との破壊の時間差（検討２）」に係る検討を実施する。

• なお，本検討は，基準ケース（超大すべり域※：基準位置），並びに水位上昇側決定ケース（超大すべり域※：南へ50㎞移動）を対象に実施する。

【検討１】十勝沖・根室沖の超大すべり域位置の影響

 最新の科学的・技術的知見から，島弧会合部は3.11地震時に
見られた大きなすべりが発生する可能性は極めて低いと考え
られるが，発電所の津波高さに与える影響を確認する観点か
ら津波解析を実施する。

【検討２】青森県東方沖及び岩手県沖北部に設定した超大すべり域
との破壊の時間差の影響

 「十勝沖・根室沖」，並びに「青森県東方沖及び岩手県沖北部」の
超大すべり域から発生する第一波ピークの発生時間差（破壊の時
間差）を確認する。

 上記時間差を考慮できる位置に破壊開始点を設定し，津波解析を
実施する。

※：青森県東方沖及び岩手県沖北部の超大すべり域

青森県東方沖及び岩手県沖北部
の超大すべり域（基準位置）

東通原子力
発電所

到達時間：T1

東通原子力
発電所

到達時間：T2
破壊開始点の設定

東通原子力
発電所

★，★：破壊の時間差を考慮した
破壊開始点位置

十勝沖・根室沖の超大すべり域
（基準位置）

島弧会合部における構造的特徴と超大すべり域変動範囲の関係

（特性化モデル①，超大すべり域位置：基準）

：基準位置

：移動範囲
（西へ10km，20km）

千島弧と東北日本弧の衝突に
よる下部地殻の剥落と太平洋
スラブの接触範囲
（Kita et al.（2014））

東通原子力
発電所

沈み込んだ海山
（Okamura et al.（2008））

低周波地震の発生領域
（Obara et al.（2004））

スロー地震の活動領域
（Tanaka et al.（2019））

第949回審査会合（R3.2.19）
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11．十勝沖・根室沖の超大すべり域が発電所の津波高さに及ぼす影響

11．２ 超大すべり域位置の影響①

• 島弧会合部における構造的特徴から（下図），島弧会合部（基準位置よりも西側）で3.11地震時に見られた大きなすべりが発生する可能性は極め
て低いと考えられるが，発電所の津波高さに与える影響を確認する観点から，津波解析を実施した。

• 検討の結果，超大すべり域を西側へ移動させると，最大水位上昇量が低減することを確認した。

【解析結果（敷地前面における最大水位上昇量）】

【（参考）十勝沖・根室沖におけるテクトニクス的背景及び地震学的見地】

項目 西へ約20km～
西へ

約10km
基準
位置

テクトニク
ス的背景

• 千島前弧スリバーの衝突により沈み込んだ地殻の先端部と太平洋
スラブは直接接し（Kita et al.（2010）），顕著な低速度帯が分布（文部
科学省（2008））。

• 沈み込む海山の影響により，付加体の幅が広く，海溝軸付近に比較
的低速度域の島弧地殻が分布。また，上盤プレートは不均質構造を
呈する（Obara et al.（2004），Nishizawa et al.（2009））。

地震学的
見地

• 千島前弧スリバーの衝突により剥落した下部地殻に対応する低速度帯は周囲と
摩擦特性が異なり，地震性すべりは生じない可能性がある（文部科学省（2008））。

• 沈み込む海山はプレート境界深部から浅部への破壊伝播を防ぐ領域が示唆され
る（Okamura et al.（2008））。

• 深さ約20㎞以浅にスロー地震活動域が存在し，既往地震のアスペリティ分布，余
震分布及び津波発生領域と一致しないと共に（Nishikawa et al.（2019），Tanaka et 
al.（2019），Okamura et al.（2008）），大きなすべり欠損も確認されないことから
（Nishimura et al.(2004), Hashimoto et al.(2009)），茨城県沖と同様に，破壊を停止
させる領域と考えられる。

■解析結果①

青森県東方沖及び岩手
県沖の超大すべり域

十勝沖・根室沖の超大すべり域

西へ約20km 西へ約10km 基準

基準 7.93m 7.97m 7.98m

南へ約50㎞移動
（水位上昇側決定ケース）

9.98m 10.28m 10.45m

：基準位置

：移動範囲
（西へ10km，20km）

千島弧と東北日本弧の衝突に
よる下部地殻の剥落と太平洋
スラブの接触範囲
（Kita et al.（2014））

東通原子力
発電所

沈み込んだ海山
（Okamura et al.（2008））

低周波地震の発生領域
（Obara et al.（2004））

スロー地震の活動領域
（Tanaka et al.（2019））

島弧会合部における構造的特徴と

津波解析範囲の関係

（特性化モデル①，超大すべり域位置：基準）

第949回審査会合（R3.2.19）
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（岸本（2000）に一部加筆）

基準位置 西へ10㎞移動

• 十勝沖・根室沖の超大すべり域を基準位置から西へ移動した各ケースの最大水位上昇量分布を以下に示す。

• 基準位置から西側へ移動すると，襟裳岬周辺の大陸棚（海底地形）の影響から，襟裳岬に伝播する津波が卓越し，発電所の津波高さに及ぼす影響
が低減することを確認した。

西へ20㎞移動

十勝沖・根室沖の
超大すべり域

東通原子力
発電所

：基準位置
：西へ10km
：西へ20km

襟裳岬

11．十勝沖・根室沖の超大すべり域が発電所の津波高さに及ぼす影響

11．２ 超大すべり域位置の影響②

■解析結果②

十勝沖・根室沖の超大すべり域位置と最大水位上昇量分布の関係

超大すべり域位置

東通原子力
発電所

東通原子力
発電所

東通原子力
発電所

：基準位置
：西へ10km
：西へ20km

波源モデル

十勝沖・根室沖の超大すべり域

青森県東方沖及び岩手県沖北部の
超大すべり域（基準位置）

東通原子力
発電所

第949回審査会合（R3.2.19）
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11．十勝沖・根室沖の超大すべり域が発電所の津波高さに及ぼす影響

11．３ 破壊の時間差の影響①

■超大すべり域から発生する津波到達の時間差（破壊の時間差）の確認

• 十勝沖・根室沖と青森県東方沖及び岩手県沖北部の超大すべり域から発生する津波到達の時間差（破壊の時間差）を確認するため，十勝沖・根室
沖から岩手県沖北部の連動型地震の波源を以下の通り分割し，解析を実施した。

• 解析の結果，十勝沖・根室沖の超大すべり域から発生する第一波のピーク発生時間（T1）は地震発生から約41分，青森県東方沖及び岩手県沖北部
の超大すべり域については，基準位置（T2）で約35分，南へ50㎞（T2’）で約40分であり，それぞれの時間差（T1-T2，T1-T2’）は6分，1分である。

東通原子力
発電所

東通原子力
発電所

東通原子力
発電所

時間（分）
波源モデル

① 十勝沖・根室沖の波源

（超大すべり域位置：基準）

② 青森県東方沖及び岩手県沖北部の波源
（超大すべり域位置：基準）

③ 青森県東方沖及び岩手県沖北部の波源
（超大すべり域位置：南へ50km）

T1=約41分

T2=約35分

T2’=約40分

約41分

第949回審査会合（R3.2.19）
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ケース 基準位置 南へ50km

同時破壊 7.98 10.45

破壊開始点★ 8.79 7.51

破壊開始点★ 8.28 6.91

■解析結果

破壊時間差を考慮することにより津波水位が上昇する超大すべり域位置の関係が存在するが，発電所の津波高さに与える影響が大きい青森県東方沖及び岩手県沖
北部の超大すべり域の決定位置は南へ約50km位置であり，破壊の時間差を考慮すると水位が低減することを確認した（破壊の時間差は，超大すべり域位置の不確か
さに包含されることを確認した）。

敷地前面における最大水位上昇量（m）

11．十勝沖・根室沖の超大すべり域が発電所の津波高さに及ぼす影響

11．３ 破壊の時間差の影響②

• 十勝沖・根室沖，青森県東方沖及び岩手県沖北部の超大すべり域から発生する津波到達の時間差（破壊の時間差）を考慮し，十勝沖・根室沖の超
大すべり域西端及び東端に破壊開始点（Vr=1.0km/s）を設定し，解析を実施した。

• 青森県東方沖及び岩手県沖北部の超大すべりが基準位置の場合，同領域から到達する津波の第一波と十勝沖・根室沖の超大すべり域から発生す
る津波が重なり合うため，同時破壊と比較して0.8ｍ程度水位が上昇することを確認した。

• 一方，南へ50kmの場合（上昇側決定ケース），各領域の超大すべり域から発生する津波到達の時間差は約１分とほぼ時間差がないため，破壊時間
差を考慮すると，先行して千島海溝沿いで発生する津波が敷地に到達するため，津波は重なり合わず，同時破壊と比較して水位が低減することを確
認した。

ケース
青森県東方沖及び岩手県沖北部の超大すべり域

基準 南へ50km（上昇側決定ケース）

破壊開始点
設定位置

各領域の超大すべり域から発
生する津波到達の時間差（Δｔ）

6分
（T1-T2）

1分
（T1-T2’）

Δｔにて破壊開始点から破壊の
フロントが到達する距離L

（L =Δt / Vr）
360km 60km

破壊開始点設定位置

60km

60km
東通原子力
発電所 東通原子力

発電所

第949回審査会合（R3.2.19）
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11．十勝沖・根室沖の超大すべり域が発電所の津波高さに及ぼす影響

11．４ まとめ

• 特性化モデル①で設定している十勝沖・根室沖の超大すべり域位置が発電所の津波高さに及ぼす影響を確認するため，同領域の「超大すべり域
位置（検討１）」，並びに「青森県東方沖及び岩手県沖北部に設定した超大すべり域との破壊の時間差（検討２）」に係る検討を実施した。

• 十勝沖・根室沖の超大すべり域の位置の影響について，十勝沖・根室沖の超大すべり域位置を基準位置から西側へ移動すると，襟裳岬周辺の大
陸棚（海底地形）の影響から，襟裳岬に伝播する津波が卓越し，発電所の津波水位は低下することを確認した。

• 青森県東方沖及び岩手県沖北部に設定した超大すべり域と破壊時間差の影響について，破壊時間差を考慮することにより津波水位が上昇する超
大すべり域位置の関係が存在するが，発電所の津波高さに与える影響が大きい青森県東方沖及び岩手県沖北部の超大すべり域の決定位置は南
へ約50km位置であり，破壊の時間差を考慮すると水位が低減することを確認した（破壊の時間差は，超大すべり域位置の不確かさに包含されるこ
とを確認した）。

• 以上より，概略パラメータスタディを実施する際の十勝沖・根室沖の超大すべり域位置は，発電所に与える影響が最も大きい基準位置（現状の設定
位置）とする。

第949回審査会合（R3.2.19）
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12．基準断層モデル選定と詳細パラメータスタディ

12．１ 検討概要

12．２ 水位上昇側

12．３ 水位下降側

12．４ まとめ
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12．基準断層モデル選定と詳細パラメータスタディ

12．１ 検討概要

• 大すべり域の位置の不確かさを考慮した概略パラメータスタディにより基準断層モデルを選定することの妥当性を確認するため，各特性化モデルを
対象に，動的破壊特性の不確かさを考慮した詳細パラメータスタディを実施した。

S191

■基準断層モデル（水位上昇側） ■検討対象とする特性化モデル（水位上昇側）

基準断層モデル①
（特性化モデル②）

（南へ約100㎞移動）

特性化モデル①
（南へ約50㎞移動）

特性化モデル③
（南へ約100㎞移動）

特性化モデル④
（南へ約40㎞移動）

基準断層モデル②
（特性化モデル③）

（南へ約100㎞移動）

基準断層モデル③
（特性化モデル④）
（南へ約40㎞移動）

特性化モデル①
（南へ約60㎞移動）

特性化モデル②
（南へ約60㎞移動）

■基準断層モデル（水位下降側） ■検討対象とする特性化モデル（水位下降側）

東通原子力

発電所

東通原子力

発電所

東通原子力

発電所

東通原子力

発電所

東通原子力

発電所

東通原子力

発電所

東通原子力

発電所

東通原子力

発電所
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項 目 解析条件

破壊開始点
・同時破壊

・大すべり域の周辺（P1～P6）

破壊伝播
速度

1.0, 1.5, 2.0, 2.5km/s

ライズタイム 60，90, 120, 180, 300s

波源モデル

破壊開始点
破壊伝播

速度
（km/s）

ライズ
タイム

(s)

最大水位上昇量
（ｍ）

敷地前面

同時破壊 ∞

60

10.45

P２

2.0

9.75

P３ 9.54

P５ 9.23

P６ 9.93

下線部：最大ケース

破壊開始点
破壊伝播

速度
（km/s）

ライズ
タイム
（ｓ）

最大水位上昇量
（ｍ）

敷地前面

Ｐ６

1.0

60

7.93

1.5 8.64

2.0 9.93

2.5 10.26

破壊開始点
破壊伝播

速度
（km/s）

ライズ
タイム
（ｓ）

最大水位上昇量
（ｍ）

敷地前面

Ｐ６ 2.5

60 10.26

90 10.06

120 9.58

180 8.70

300 6.98

S191

12．基準断層モデル選定と詳細パラメータスタディ

12．２ 水位上昇側：特性化モデル①

東通原子力

発電所
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項 目 解析条件

破壊開始点
・同時破壊

・大すべり域の周辺（P1～P6）

破壊伝播
速度

1.0, 1.5, 2.0, 2.5km/s

ライズタイム 60，90, 120, 180, 300s

基準断層
モデル①

破壊開始点
破壊伝播

速度
（km/s）

ライズ
タイム

(s)

最大水位上昇量
（ｍ）

敷地前面

同時破壊 ∞

60

10.68 

P１

2.0

9.91 

P２ 9.78 

P３ 10.06 

P４ 9.01 

P５ 9.00 

P６ 11.18 

下線部：最大ケース

破壊開始点
破壊伝播

速度
（km/s）

ライズ
タイム
（ｓ）

最大水位上昇量
（ｍ）

敷地前面

Ｐ６

1.0

60

11.06 

1.5 11.15 

2.0 11.18 

2.5 11.05 

破壊開始点
破壊伝播

速度
（km/s）

ライズ
タイム
（ｓ）

最大水位上昇量
（ｍ）

敷地前面

Ｐ６ 2.0

60 11.18 

90 10.62 

120 10.01 

180 9.12 

300 8.49 

東通原子力

発電所

本資料 p239 再掲
12．基準断層モデル選定と詳細パラメータスタディ

12．２ 水位上昇側：基準断層モデル①（特性化モデル②）
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項 目 解析条件

破壊開始点
・同時破壊

・大すべり域の周辺（P1～P6）

破壊伝播
速度

1.0, 1.5, 2.0, 2.5km/s

ライズタイム 60，90, 120, 180, 300s

波源モデル

破壊開始点
破壊伝播

速度
（km/s）

ライズ
タイム

(s)

最大水位上昇量
（ｍ）

敷地前面

同時破壊 ∞

60

9.80

P１

2.0

9.07

P２ 9.10

P３ 9.19

P４ 8.14

P５ 7.68

P６ 10.34

下線部：最大ケース

破壊開始点
破壊伝播

速度
（km/s）

ライズ
タイム
（ｓ）

最大水位上昇量
（ｍ）

敷地前面

Ｐ６

1.0

60

10.47

1.5 10.40

2.0 10.34

2.5 10.23

破壊開始点
破壊伝播

速度
（km/s）

ライズ
タイム
（ｓ）

最大水位上昇量
（ｍ）

敷地前面

Ｐ６ 1.0

60 10.47

90 9.98

120 9.55

180 8.79

300 8.71

S191

12．基準断層モデル選定と詳細パラメータスタディ

12．２ 水位上昇側：特性化モデル③

東通原子力

発電所
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項 目 解析条件

破壊開始点
・同時破壊

・大すべり域の周辺（P1～P6）

破壊伝播
速度

1.0, 1.5, 2.0, 2.5km/s

ライズタイム 60，90, 120, 180, 300s

波源モデル

破壊開始点
破壊伝播

速度
（km/s）

ライズ
タイム

(s)

最大水位上昇量
（ｍ）

敷地前面

同時破壊 ∞

60

10.45

P１

2.0

8.97

P２ 9.60

P３ 10.00

P４ 8.42

P５ 8.95

P６ 10.82

下線部：最大ケース

破壊開始点
破壊伝播

速度
（km/s）

ライズ
タイム
（ｓ）

最大水位上昇量
（ｍ）

敷地前面

Ｐ６

1.0

60

10.22

1.5 10.59

2.0 10.82

2.5 10.79

破壊開始点
破壊伝播

速度
（km/s）

ライズ
タイム
（ｓ）

最大水位上昇量
（ｍ）

敷地前面

Ｐ６ 2.0

60 10.82

90 10.17

120 9.54

180 7.32

300 6.29

S191

12．基準断層モデル選定と詳細パラメータスタディ

12．２ 水位上昇側：特性化モデル④

特性化モデル④
（南へ約40㎞移動）

東通原子力

発電所
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S193

12．基準断層モデル選定と詳細パラメータスタディ

12．２ 水位上昇側：まとめ

特性化モデル 大すべり域の位置 破壊開始点 破壊伝播速度（km/s） ライズタイム（s） 敷地前面

特性化モデル① 南へ約50㎞ P６ 2.5 60 10.26

基準断層モデル①
（特性化モデル②）

南へ約100㎞ P６ 2.0 60 11.18

特性化モデル③ 南へ約100㎞ P６ 1.0 60 10.47

特性化モデル④ 南へ約40㎞ P６ 2.0 60 10.82

■敷地前面における最大水位上昇量の比較

最大水位上昇量の比較範囲 敷地前面における最大水位上昇量の比較

基準断層モデル① 最大水位上昇量：11.18m

：特性化モデル①

：基準断層モデル①

（特性化モデル②）

：特性化モデル③

：特性化モデル④

A B C D

A

B

CD

• 基準断層モデル①が発電所全体の津波高さに及ぼす影響が最も大きいことを確認した。

■最大水位上昇量の比較

■最大水位上昇量分布の比較

基準断層モデル①

（特性化モデル②）
特性化モデル① 特性化モデル③ 特性化モデル④

下線部：最大ケース

S191
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12．基準断層モデル選定と詳細パラメータスタディ

12．２ 水位上昇側：（参考）防波堤の有無が津波水位に及ぼす影響

特性化モデル 大すべり域の位置 破壊開始点
破壊伝播速度

（km/s）
ライズタイム

（s）
防波堤 敷地前面

特性化モデル① 南へ約50㎞ P６ 2.5 60

有り 10.26

無し 9.39

基準断層モデル①
（特性化モデル②）

南へ約100㎞ P６ 2.0 60

有り 11.18

無し 11.17

特性化モデル③ 南へ約100㎞ P６ 1.0 60

有り 10.47

無し 10.38

特性化モデル④ 南へ約40㎞ P６ 2.0 60

有り 10.82

無し 10.88

• 各特性化モデルの決定ケースを対象に，防波堤無し地形を用いた津波解析を実施した結果を以下に示す。

• 防波堤無しの条件下においても，基準断層モデル①が発電所全体の津波高さに及ぼす影響が最も大きいことを確認した。

■最大水位上昇量の比較

S191

下線部：最大ケース（防波堤有り・無し）
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項 目 解析条件

破壊開始点
・同時破壊

・大すべり域の周辺（P1～P6）

破壊伝播
速度

1.0, 1.5, 2.0, 2.5km/s

ライズタイム 60，90, 120, 180, 300s

波源モデル

破壊開始点
破壊伝播

速度
（km/s）

ライズ
タイム

(s)

最大水位下降量（ｍ）

補機冷却海水系
取水口前面

同時破壊 ∞

60

-4.59

P２

2.0

-4.62

P３ -4.59

P５ -4.64

P６ -4.58

下線部：最大ケース

破壊開始点
破壊伝播

速度
（km/s）

ライズ
タイム
（ｓ）

最大水位下降量（ｍ）

補機冷却海水系
取水口前面

P５

1.0

60

-4.66

1.5 -4.63

2.0 -4.64

2.5 -4.61

破壊開始点
破壊伝播

速度
（km/s）

ライズ
タイム
（ｓ）

最大水位下降量
（ｍ）

補機冷却海水系
取水口前面

P５ 1.0

60 -4.66

90 -4.65

120 -4.65

180 -4.62

300 -4.59

S191

12．基準断層モデル選定と詳細パラメータスタディ

12．３ 水位下降側：特性化モデル①

東通原子力

発電所
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項 目 解析条件

破壊開始点
・同時破壊

・大すべり域の周辺（P1～P6）

破壊伝播
速度

1.0, 1.5, 2.0, 2.5km/s

ライズタイム 60，90, 120, 180, 300s

波源モデル

破壊開始点
破壊伝播速度

（km/s）
ライズタイム

(s)

最大水位下降量（ｍ）

補機冷却海水系
取水口前面

同時破壊 ∞

60

-4.89

P１

2.0

-4.80

P２ -4.74

P３ -4.78

P４ -4.87

P５ -4.86

P６ -4.85

下線部：最大ケース

破壊開始点
破壊伝播速度

（km/s）
ライズタイム

（ｓ）

最大水位下降量（ｍ）

補機冷却海水系
取水口前面

Ｐ４

1.0

60

-4.84

1.5 -4.86

2.0 -4.87

2.5 -4.88

破壊開始点
破壊伝播速度

（km/s）
ライズタイム

（ｓ）

最大水位下降量（ｍ）

補機冷却海水系
取水口前面

Ｐ４ 2.5

60 -4.88

90 -4.87

120 -4.87

180 -4.85

300 -4.83

12．基準断層モデル選定と詳細パラメータスタディ

12．３ 水位下降側：特性化モデル② S191

東通原子力

発電所
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項 目 解析条件

破壊開始点
・同時破壊

・大すべり域の周辺（P1～P6）

破壊伝播
速度

1.0, 1.5, 2.0, 2.5km/s

ライズタイム 60，90, 120, 180, 300s

基準断層
モデル②

破壊開始点
破壊伝播速度

（km/s）
ライズタイム

(s)

最大水位下降量（ｍ）

補機冷却海水系
取水口前面

同時破壊 ∞

60

-5.097 

P１

2.0

-5.06 

P２ -5.03 

P３ -5.03 

P４ -5.100 

P５ -5.08 

P６ -5.07 

下線部：最大ケース

破壊開始点
破壊伝播速度

（km/s）
ライズタイム

（ｓ）

最大水位下降量（ｍ）

補機冷却海水系
取水口前面

Ｐ４

1.0

60

-5.101 

1.5 -5.100 

2.0 -5.100 

2.5 -5.099 

破壊開始点
破壊伝播速度

（km/s）
ライズタイム

（ｓ）

最大水位下降量（ｍ）

補機冷却海水系
取水口前面

Ｐ４ １.0

60 -5.101 

90 -5.10 

120 -5.09 

180 -5.07 

300 -5.02 

東通原子力

発電所

本資料 p240 再掲12．基準断層モデル選定と詳細パラメータスタディ

12．３ 水位下降側：基準断層モデル②（特性化モデル③）
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項 目 解析条件

破壊開始点
・同時破壊

・大すべり域の周辺（P1～P6）

破壊伝播
速度

1.0, 1.5, 2.0, 2.5km/s

ライズタイム 60，90, 120, 180, 300s

基準断層
モデル③

破壊開始点
破壊伝播速度

（km/s）
ライズタイム

(s)

最大水位下降量（ｍ）

補機冷却海水系
取水口前面

同時破壊 ∞

60

-5.09

P１

2.0

-5.099 

P２ -5.04

P３ -5.04 

P４ -5.097 

P５ -5.09

P６ -5.07 

下線部：最大ケース

破壊開始点
破壊伝播速度

（km/s）
ライズタイム

（ｓ）

最大水位下降量（ｍ）

補機冷却海水系
取水口前面

Ｐ１

1.0

60

-5.24 

1.5 -5.11 

2.0 -5.10 

2.5 -5.09 

破壊開始点
破壊伝播速度

（km/s）
ライズタイム

（ｓ）

最大水位下降量（ｍ）

補機冷却海水系
取水口前面

Ｐ１ １.0

60 -5.24 

90 -5.20 

120 -5.20 

180 -5.14 

300 -5.06 

東通原子力

発電所

S191

本資料 p241 再掲12．基準断層モデル選定と詳細パラメータスタディ

12．３ 水位下降側：基準断層モデル③（特性化モデル④）



150

特性化モデル 大すべり域位置 破壊開始点
破壊伝播速度

（km/s）
ライズタイム

（ｓ）

最大水位下降量（m）

補機冷却海水系取水口前面

特性化モデル① 南へ約60㎞ P５ 1.0 60 -4.66

特性化モデル② 南へ約60㎞ P4 2.5 60 -4.88

基準断層モデル②
（特性化モデル③）

南へ約100km移動 P４ 1.0 60 -5.10

基準断層モデル②
（特性化モデル④）

南へ約40km移動 P１ 1.0 60 -5.24

S191

12．基準断層モデル選定と詳細パラメータスタディ

12．３ 水位下降側：まとめ

• 基準断層モデル②及び基準断層モデル③が港湾内全体の津波高さに及ぼす影響が大きいことを確認した。

■最大水位下降量及び取水口敷高を下回る時間の比較

基準断層モデル②

（特性化モデル③）
特性化モデル① 基準断層モデル③

（特性化モデル④）
特性化モデル②

■最大水位下降量分布の比較

下線部：最大ケース
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12．基準断層モデル選定と詳細パラメータスタディ

12．３ 水位下降側：（参考）防波堤の有無が津波水位に及ぼす影響

特性化モデル 大すべり域の位置 破壊開始点
破壊伝播速度

（km/s）
ライズタイム

（s）
防波堤

補機冷却海水系
取水口前面

特性化モデル① 南へ約60㎞ P５ 1.0 60

有り -4.66

無し -6.22

特性化モデル② 南へ約60㎞ P４ 2.5 60

有り -4.88

無し -6.33

基準断層モデル②
（特性化モデル③）

南へ約100㎞ P４ 1.0 60

有り -5.10

無し -6.55

基準断層モデル③
（特性化モデル④）

南へ約40㎞ P１ 1.0 60

有り -5.24

無し -6.15

• 各特性化モデルの決定ケースを対象に，防波堤無し地形を用いた津波解析を実施した結果を以下に示す。

• 防波堤無しの条件下においては，基準断層モデル②及が発電所全体の津波高さに及ぼす影響が最も大きいことを確認した。

■最大水位下降量の比較

S191

下線部：最大ケース（防波堤有り・無し）
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S191

12．基準断層モデル選定と詳細パラメータスタディ

12．４ まとめ

• 大すべり域の位置の不確かさを考慮した概略パラメータスタディにより基準断層モデルを選定することの妥当性を確認するため，各特性化モデル
を対象に，動的破壊特性の不確かさを考慮した詳細パラメータスタディを実施した。

• 検討の結果，水位上昇側，水位下降側ともに，選定した基準断層モデルが発電所の津波高さに与える影響が大きいことを確認した。
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13．内閣府（2020）による津波波源モデル

13．１ 検討概要

13．２ 内閣府（2020）による津波波源モデルの断層諸元

13．３ 国内外で発生したＭ９クラスの巨大地震の平均応力降下量との比較

13．４ 国内外で発生したＭ７～８クラスの地震の断層面積と地震モーメントの関係等との比較

13．５ まとめ



154

13．内閣府（2020）による津波波源モデル

13．１ 検討概要 S194

Ｍ７～９クラスの地震の断層面積（S）と地震モーメントの関係

（Murotani et al.（2013））

平均応力降下量⊿σ=1.57MPa

S＋σ時の平均応力降下量⊿σ=0.82MPa

S－σ時の平均応力降下量⊿σ=3.00MPa

Ｍ９クラスの巨大地震発生域

（Murotani et al.（2013））

※： 3.11地震，2020年チリ地震，2004スマトラ地震，1964年アラスカ地震，1960年チリ地震，1957年アリューシャン地震，1952年カムチャッカ地震

• 震源の断層面積（Ｓ）と地震モーメント（Mo）は自己相似の関係があり（例えば，Kanamaori and Anderson（1975），Somerville et al.（1999）），この関係
は円形破壊面を仮定した場合，断層面全体における平均応力降下量（⊿σ）は地震規模（Mw）に依らず一定であることに対応する（入倉（2004））。

• Murotani et al.（2013）は，国内外で発生したM９クラスの巨大地震※の地震モーメントと断層面積の関係は，日本付近で発生したＭ７～８クラスのプ
レート境界地震の関係（Murotani et al.（2008））と同様であり，その平均応力降下量は0.82MPa～3.00MPaの範囲にあるとしている。

• 以上を踏まえ，特性化モデル①～④は，内閣府（2012），杉野ほか（2014）と同様に，円形破壊面を仮定したスケーリング則を用いて設定している。

• 本検討では，内閣府（2020）による津波波源モデルと国内外で発生したＭ９クラスの巨大地震の平均応力降下量及びスケーリング則との比較から，
同モデルの評価への反映方法を整理する。
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• 各モデルのすべり量分布及び断層諸元を以下に示す。

• 破壊開始点について，日本海溝（三陸・日高沖）モデルは青森県，岩手県沖の大すべり域に各々１箇所，千島海溝（十勝・根室沖）モデルについては十勝沖・
根室沖の大すべり域周辺に３箇所設定している。

パラメータ 設定値 備考（設定内容）

ﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ（Mw） 9.08※２ （logMo-9.1）/1.5

断層面積（S） 76,332（㎞2） 内閣府（2020b）

平均すべり量（D） 14.76（m） 内閣府（2020b）

最大すべり量（Dmax） 40.00（m） 内閣府（2020b）

剛性率（μ） 4.63×1010（N/m2） 内閣府開示データ

地震モーメント（Mo） 5.21×1022（Nm）※２ μ・S・D

平均応力降下量（⊿σ） 6.02（MPa）※２ 7/16・Mo・（S/π）-3/2

破壊伝播速度（Vr） 2.5（km/s） 内閣府（2020a）

ライズタイム（τ） 60（s） 内閣府（2020a）

主な断層諸元

すべり量分布（合計）及び破壊開始点位置※１

パラメータ 設定値 備考（設定内容）

ﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ（Mw） 9.29※２ （logMo-9.1）/1.5

断層面積（S） 123,141（㎞2） 内閣府（2020b）

平均すべり量（D） 18.77（m） 内閣府（2020b）

最大すべり量（Dmax） 78.09（m） 内閣府（2020b）

剛性率（μ） 4.63×1010（N/m2） 内閣府開示データ

地震モーメント（Mo） 1.07×1023（Nm）※２ μ・S・D

平均応力降下量（⊿σ） 6.03（MPa）※２ 7/16・Mo・（S/π）-3/2

破壊伝播速度（Vr） 2.5（km/s） 内閣府（2020a）

ライズタイム（τ） 60（s） 内閣府（2020a）

主な断層諸元

すべり量分布（合計）及び破壊開始点位置※１

：破壊開始点 ：破壊開始点

※１：内閣府（2020b）に基づき作成

※２：内閣府（2020b）及び内閣府開示データに基づき算定

S194

【日本海溝（三陸・日高沖）モデル】 【千島海溝（十勝・根室沖）モデル】

13．内閣府（2020）による津波波源モデル

13．２ 内閣府（2020）による津波波源モデルの断層諸元
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地震
地震規模

Mw
断層面積
Ｓ（103km2）

地震モーメント
Mo（1022Nm）

平均応力降下量
⊿σ（MPa）

備考

3.11地震 9.0 110 3.9 2.60 Satake et al.（2013）

2010年チリ地震 8.8 90 1.7 1.53 Fujii and Satake（2013）

2004年スマトラ地震 9.1 220 6.0 1.42 Fujii and Satake（2007）

1964年アラスカ地震 9.1 184.16 6.5 2.00 Johnson et al.（1996）

1960年チリ地震 9.2 135 7.2 3.54 Fujii and Satake（2013）

1957年アリューシャン地震 8.6 172.5 1.2 0.41 Johnson et al.（1994）

1952年カムチャッカ地震 8.7 120 1.5 0.88 Johnson and Satake（1999）

日本海溝（三陸・日高沖）モデル 9.1 76.3 5.2 6.02 内閣府（2020a）

千島海溝（十勝・根室沖）モデル 9.3 123.14 10.7 6.03 内閣府（2020a）

1960年チリ地震

■Murotani et al.（2013）で用いた巨大地震（代表例） ■内閣府（2020a）

3.11地震 2010年チリ地震 2004年スマトラ地震

日本海溝

（三陸・日高沖）モデル

千島海溝

（十勝・根室沖）モデル

• Murotani et al.（2013）で整理されているＭ９クラスの巨大地震の断層モデルと内閣府（2020）の日本海溝（三陸・日高沖）モデル及び千島海溝（十勝・根室沖）
モデルの地震規模（Mw），断層面積（Ｓ），地震モーメント（Mo）及び平均応力降下量（⊿σ）の比較を以下に示す。

• 日本海溝（三陸・日高沖）モデル，千島海溝（十勝・根室沖）モデルの平均応力降下量（⊿σ）は約６（MPa）であり，M９クラスの巨大地震の平均応力降下量
を大きく上回ることを確認した。

S194

13．内閣府（2020）による津波波源モデル

13．３ 国内外で発生したＭ９クラスの巨大地震の平均応力降下量との比較
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7 8 9

1.E-01

1.E+00

1.E+01
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1.E+19 1.E+20 1.E+21 1.E+22 1.E+23 1.E+24
平

均
す

べ
り

量
D

(m
)

Mo (Nm)

Mw

D = 1.66×10-7 Mo1/3

(SD =1.64)

• Murotani et al.（2013）によるM７～９クラスの地震の断層面積（S）と地震モーメント（M0），平均すべり量（D）と地震モーメント（M0）の関係に対する
内閣府（2020）による日本海溝（三陸・日高沖モデル），千島海溝（十勝・根室沖モデル）の比較を以下に示す。

• 内閣府（2020）モデルは，断層面積に対して地震モーメント，平均すべり量が大きく，過去に発生した巨大地震のスケーリング則から大きく外れる
ことを確認した。

7 8 9

1.E+02

1.E+03

1.E+04

1.E+05

1.E+06

1.E+07

1.E+19 1.E+20 1.E+21 1.E+22 1.E+23 1.E+24

断
層

破
壊

面
積

S
 (

k
m

2
)

Mo (Nm)

Mw

S = 1.34×10-10 Mo2/3

(SD =1.54)

Murotani et al. (2013)

標準偏差 (±σ)

2011Tohoku

2010Maule

2004Sumatra-Andaman

1964Alaska

1960Chile

1957Aleutian

1952Kamchatka

Murotani et al. (2008)

日本海溝（三陸・日高沖）モデル

千島海溝（十勝・根室沖）モデル

（参考）特性化モデル①

Murotani et al. (2013)

標準偏差 (±σ)

2011Tohoku

2010Maule

2004Sumatra-Andaman

1964Alaska

1960Chile

1957Aleutian

1952Kamchatka

Murotani et al. (2008)

日本海溝（三陸・日高沖）モデル

千島海溝（十勝・根室沖）モデル

（参考）特性化モデル①

断層面積（S）と地震モーメント（M0）の関係

（Murotani et al.（2013）一部修正・加筆）

平均すべり量（D）と地震モーメント（M0）の関係

（Murotani et al.（2013）一部修正・加筆）

1923関東

地震

1983日本海

中部地震

1993北海道

南西地震

S194

13．内閣府（2020）による津波波源モデル

13．４ 国内外で発生したＭ７～９クラスの地震の断層面積と地震モーメントの関係等との比較

第949回審査会合（R3.2.19）

資料1-1 p237 一部修正
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• 内閣府（2020a）による津波波源モデルの評価上の反映方法を整理するため，国内外で発生したM７～９クラスの地震の平均応力降下量，Murotani
et al.（2013）による断層面積（S）と地震モーメント（M0），平均すべり量（D）と地震モーメント（M0）の関係と比較した。

• 検討の結果，内閣府（2020a）による津波波源モデル※は，そのモデル設定の特性から，過去に発生した巨大地震の平均応力降下量を大きく上回る
とともに，スケーリング則から大きく外れることを確認した。

• 内閣府（2012），杉野ほか（2014）と同様に円形破壊面を仮定したスケーリング則を用いて特性化モデルを設定し，大すべり域位置及び動的破壊特
性の不確かさを考慮した連動型地震の想定津波群は，内閣府（2020）の想定津波群を上回ることを確認した（適切に不確かさを考慮することで，沿
岸の津波高さを保守的に評価できることを確認した）。

• 以上から，内閣府（2020a）による津波波源モデルは，連動型地震に起因する津波評価及び基準津波評価の妥当性確認用として位置付ける。

※：岩手県から北海道太平洋沿岸地域における過去約6000年間の津波堆積物資料を基に推定されたモデル

S194

青森県北部太平洋沿岸の汀線位置における十勝沖・根室沖から岩手県沖北部の連動型地震の想定津波群と
イベント堆積物及び内閣府（2020a）による日本海溝（三陸・日高沖）モデルの想定津波群の比較

：連動型地震の想定津波群

：基準断層モデル①（特性化モデル②）の想定津波群

：基準断層モデル②（特性化モデル③）の想定津波群

：基準断層モデル③（特性化モデル④）の想定津波群

：内閣府（2020a）の想定津波群※２

：イベント堆積物（当社調査分）

：イベント堆積物（産総研津波堆積物データベース）

※２：内閣府（2020b）に基づき解析

〇

×

13．内閣府（2020）による津波波源モデル

13．５ まとめ
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14．特性化モデル④の周期特性

14．１ 検討方針

14．２ 特性化モデル④の設定根拠（海溝側強調モデルの設定）

14．３ 岩手県南部沖GPS波浪計で取得した3.11地震津波波形の再現解析
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• 3.11地震に伴う津波波形については，東北地方沿岸の各GPS波浪計で記録されている。そのうち岩手南部沖GPS波浪計では，長周期の波と短周期の
波の重畳波形が観測※された。

• 杉野ほか（2013）は，岩手県南部沖GPS波浪計で取得した津波波形（以下，「岩手観測波形」という。）のうち，短周期の波の発生要因を分岐断層によ
るものと仮定した津波波源モデルを設定し，岩手観測波形を良好に再現している。

14．特性化モデル④の周期特性

14．１ 検討方針（１／２）

岩手南部沖GPS波浪計で取得した3.11地震に
伴う津波の観測波形

（河合ほか（2011）に一部加筆）

すべり量分布（合計）

津波波源モデルの小断層の配置

杉野ほか（2013）の津波波源モデル及び岩手観測波形の再現性

地震発生後の経過時間（分）

津
波

水
位

（
m

）

：観測波形

：計算波形（確定波源）

：計算波形（暫定波源）

岩手南部沖GPS波浪計で記録した観測波形の再現性

※：2011年3月11日15時01分から6分間で約2m緩やかに上昇し，続く4分間ではさらに4m以上も急に上昇（河合ほか（2011））。

第949回審査会合（R3.2.19）

資料1-2 p137 再掲
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• 岩手観測波形で確認された短周期の波の発生要因について，3.11地震後の日本海溝付近における海底調査（JAMSTEC（2012））等から分岐断層に
よるものではないと考えられるものの，分岐断層や海底地すべりは短周期の波を発生させる要因の１つと考えられることから，未知なる分岐断層や
海底地すべり等が存在する可能性を考慮した特性化モデル④を設定した。

• 具体的には，宮城県沖の破壊特性を考慮した特性化モデルを基本として※，杉野ほか（2013）の津波波源モデルから得られる知見及び分岐断層により
発生する津波特性に関する知見を反映して設定した海溝側強調モデルのすべり分布を参考とした。

• 本検討では，特性化モデル④のすべり分布のベースとした海溝側強調モデルが，岩手観測波形の特徴である長周期の波に加え，短周期の波も適切
に考慮できているかを確認するため，岩手観測波形の再現解析を実施した。

14．特性化モデル④の周期特性

14．１ 検討方針（２／２）

【特性化モデル④の設定フロー】

宮城県沖の破壊特性を
考慮した特性化モデル

海溝側強調モデル 特性化モデル④

i. 杉野ほか（2013）による
津波波源モデルから
得られる知見の反映

ii.分岐断層により発生
する津波特性に関する
知見の反映

海溝側強調モデル
のすべり分布を
参考に設定

：基本すべり域

：大すべり域

：超大すべり域

：背景的領域

：基本すべり域

：大すべり域

：中間大すべり域

：超大すべり域

：背景的領域

：基本すべり域

：大すべり域

：中間大すべり域

：超大すべり域

※：モデルの詳細は，「９．3.11地震における宮城県沖の大すべり域の破壊特性を考慮した特性化モデル」に記載。

⇒「第12章 第2節」で説明

• 岩手観測波形の再現解析

⇒「第12章 第3節」で説明

第949回審査会合（R3.2.19）

資料1-2 p138 再掲
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• 海溝側強調モデルは，3.11地震における宮城県沖の破壊特性を考慮した特性化モデルを基本として，杉野ほか（2013）の津波波源モデル及び分岐
断層により発生する津波特性に関する知見を反映して設定した。

• 杉野ほか（2013）の津波波源モデルから得られる知見，分岐断層により発生する津波特性に関する知見及び海溝側強調モデルの設定フローを次頁
以降に示す。

14．特性化モデル④の周期特性

14．２ 特性化モデル④の設定根拠（海溝側強調モデルの設定）（１／６）

宮城県沖の破壊特性を考慮した

特性化モデル

海溝側強調モデル

超大すべり域

大すべり域

背景的領域

基本すべり域

中間大すべり域

断層パラメータ 設定値

ﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ（Mw） 9.04

断層面積（S） 107,357（km2）

平均応力降下量（⊿σ） 3.17（MPa）

地震モーメント（Mo） 4.58×1022（Nm）

剛性率（μ） 5.0×1010（N/m2）

平均すべり量 8.53（m）

基本すべり域
（面積及び面積比率）※１

7.34（m）
（56,675(km2)，52.8%）

背景的領域
（面積及び面積比率）

3.67（m）
（50,682(km2)，47.2%）

大すべり域
（面積及び面積比率）※２

14.67（m）
（24,875(km2)，23.2%）

中間大すべり域
（面積及び面積比率）※３

22.01（m）
（11,732(km2)，10.9%）

超大すべり域
（面積及び面積比率）

29.35（m）
（6,201km2)，5.8%）

ライズタイム（τ） 60（s）

す
べ
り
量

海溝側強調モデルの諸元

※１：大すべり域，中間大すべり域及び超大すべり域をあわせた
領域の面積比率

※２：中間大すべり域，超大すべり域をあわせた領域の面積比率

※３：超大すべり域をあわせた領域の面積比率

基本すべり域

大すべり域

超大すべり域

第949回審査会合（R3.2.19）

資料1-2 p139 再掲
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■杉野ほか（2013）の津波波源モデルから得られる知見の反映

• 杉野ほか（2013）は，岩手観測波形の短周期の波の発生要因を分岐断層によるものと仮定した津波波源モデルを示している。

• 以下に，同モデルから得られる知見，並びに海溝側強調モデルの設定に反映した内容（下線部）示す。

① 宮城県沖のすべりについて，震源付近の最大すべり量（42m）は平均すべり量（11m）の約４倍に相当するが，分岐断層を仮定した範囲のすべり量は
最大78mであり，プレート境界深部から浅部にかけて段階的なすべり分布を示す。

⇒ 段階的なすべり分布を考慮するため，大すべり域，超大すべり域に加えて，中間大すべり域を設定する。

② 岩手県沖のすべり量（15～20m）は宮城県沖の最大すべり量（78m）と比較して小さいとともに，すべりの発生時間は地震発生240秒～300秒後と遅い。

⇒ 段階的なすべり分布を考慮すれば（上記①の知見をモデルに反映すれば），岩手県沖に大きなすべりを考慮しなくても（単純化しても）長周期の波
と短周期の波の重畳を考慮できる。

14．特性化モデル④の周期特性

14．２ 特性化モデル④の設定根拠（海溝側強調モデルの設定）（２／６）

海溝側強調モデル

震源付近

MAX42m

すべり量分布（合計）

（平均すべり量：11m）

岩手県沖15～20m

すべり分布の経時変化

杉野ほか（2013）の津波波源モデル

岩手県沖の

すべりの発生

地震発生後

240～300秒

知見①の反映

段階的なすべり分布
の考慮→中間大すべ
り域の設定

：大すべり域

：中間大すべり域

：超大すべり域

知見の
反映

知見②の反映

岩手県沖に大きなすべり
を考慮しない（単純化）

第949回審査会合（R3.2.19）
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164

• 奥村・後藤（2013）は，南海トラフの熊野灘外縁部に認められる地質構造をモデル化して，①プレート境界と分岐断層が各々単独で破壊する場合を想定し
た断層破壊シミュレーション※１を実施して両者の力学的な違いを考察するとともに，②同シミュレーションから得られる地殻変動を用いた津波伝播シミュ
レーション※２から，津波特性の違いを以下のとおり考察している。

① プレート境界に破壊が伝播する場合の方が，相対的に大きな最終すべり量が生じる。

② 分岐断層の破壊シナリオは，大きな津波が沿岸に到達したとしても，周期が比較的短く，陸域への総流入量は大きくなりにくい。一方，プレート境界による
破壊シナリオは，地殻変動がトラフ沿いの水深の深い海域まで生じるため，沿岸に到達する津波は大きく増幅され，より大きな水位変動をもたらす可能性
がある。

地殻の上下変動の比較※３

上：プレート境界の破壊シナリオ

下：分岐断層の破壊シナリオ

角度：最大主応力方向

津波の浸水深の比較※４海面の最大変位分布※３

【地質構造モデル（奥村・後藤（2013）に一部加筆）】

付加体

5525

分岐断層の平均傾斜角：14°

10°

6°

：プレート境界モデル

：分岐断層モデル

※３：横軸は，地質構造モデルの横軸に対応

する距離。

※４：横軸は，海岸線から内陸方向への距離。

※１：動力学モデル（断層に働く応力状態，断層面の摩擦特性をモデル化し，すべりそのものを力学に基づいて発生させる方法）を用いて実施。

※２：非線形長波理論を用いて実施。空間格子間隔：50m，時間格子間隔：0.1秒，計算時間：1.5時間。

【津波伝播シミュレーション※２結果（奥村・後藤（2013））】

分岐点以深におけるプレート
境界面の平均傾斜角

分岐点以浅におけるプレート
境界面の平均傾斜角

分岐断層の分岐点

14．特性化モデル④の周期特性

14．２ 特性化モデル④の設定根拠（海溝側強調モデルの設定）（３／６）

■分岐断層により発生する津波特性に関する知見（１／２）
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地殻の上下変動の比較

（奥村・後藤（2013）に一部加筆）

：プレート境界モデル

：分岐断層モデル

付加体

5525

分岐断層の平均傾斜角：14°

10°

6°

分岐点以深におけるプレート
境界面の平均傾斜角

分岐点以浅におけるプレート
境界面の平均傾斜角

分岐断層の分岐点

• 奥村・後藤（2013）を踏まえた南海トラフ沿いの分岐断層により発生する津波・地殻変動の特性の整理結果を以下に示す。

上：プレート境界の破壊シナリオ

下：分岐断層の破壊シナリオ

角度：最大主応力方向

地質構造モデル

（奥村・後藤（2013）に一部加筆）

 分岐断層による破壊シナリオに伴う津波は，プレート境界による破壊シナリオに伴う津波よりも周期が短い。

 これは，分岐断層による破壊シナリオの方が，周期特性が現れる海溝沿いにおける隆起域の距離が短い（断層幅が小さい）ためと考えられる。

14．特性化モデル④の周期特性

14．２ 特性化モデル④の設定根拠（海溝側強調モデルの設定）（４／６）

■分岐断層により発生する津波特性に関する知見（２／２）

分岐断層により発生する津波は，周期特性が現れる海溝沿いにおける隆起域の幅が狭いため，短周期の波が卓越する津波特性を有する。
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【海溝側強調モデルのすべり量分布と地殻変動量分布】

上：地質構造モデル

下：分岐断層による地殻変動分布

（奥村・後藤（2013））

【南海トラフ沿いにおける分岐断層の地殻変動量分布】

すべり量分布 地殻変動量分布（平面図）

発
電
所
地
点

14．特性化モデル④の周期特性

14．２ 特性化モデル④の設定根拠（海溝側強調モデルの設定）（５／６）

■分岐断層により発生する津波特性に関する知見の反映

• 海溝側強調モデルの地殻変動量分布と奥村・後藤（2013）に示される南海トラフ沿いにおける分岐断層の地殻変動量分布の比較を以下に示す。

• 海溝側強調モデルの海溝軸沿いの地殻変動について，分岐断層の地殻変動と同様に隆起域の幅が狭いことから，短周期の波が卓越する分岐断層
の津波特性を有していることを確認した。

地殻変動量分布（断面図）

最大主応力方向

第949回審査会合（R3.2.19）

資料1-2 p143 再掲



167

１．巨視的波源特性の設定

（2）-1 基本すべり域の設定

断層モデルへの微視的波源特性の反映

■超大すべり域

各パラメータ一覧

（2）地震ﾓｰﾒﾝﾄの調整（すべり量の調整）

■基本すべり域

（2）-2 各領域の地震ﾓｰﾒﾝﾄ（合計）の算定

（2）-3 地震ﾓｰﾒﾝﾄの調整（すべり量の調整）

 Mo/Mo’＝4.33×1022（Nm）/4.77×1022（Nm）

＝0.91

 上記倍率を用いて，基準断層モデルに反映する
各領域のすべり量を一律に調整する。

３．海溝側強調モデルの設定

 設定したプレート境界面（すべり分布のブロック
割図）に微視的波源特性を反映。

ﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ（Mw）の算定

２．微視的波源特性の設定

（1）大すべり域・超大すべり域・背景的領域・

中間大すべり域の設定

 断層面積（S2,S4,S0.5,S3）の算定

 すべり量（D2,D4,D0.5,D3）の算定

 地震ﾓｰﾒﾝﾄ（Mo2,Mo4,Mo0.5,Mo3）の算定

■大すべり域

■背景的領域

パラメータ 設定方法 設定値

断層面積（S0.5） 断層面積（S）の50％ 53,678（km
2
）

すべり量（D0.5） 平均すべり量（D）の0.5倍 4.04（m）

剛性率（μ） 土木学会（2002） 5.0×10
10

（N/m
2
）

地震ﾓｰﾒﾝﾄ（Mo0.5） μ・S0.5・D0.5 1.08×10
22

（Nm）

■中間大すべり域

 Mo’= Mo2+Mo4+Mo0.5+Mo3+Mo1

= 4.77 ×1022（Nm）

※１：大すべり域，中間大すべり域及び超大すべり域をあわせた領域

の面積比率

※２：中間大すべり域・超大すべり域をあわせた領域の面積比率

※３：超大すべり域をあわせた領域の面積比率

背景的領域

超大すべり域

基本すべり域

大すべり域

中間大すべり域

パラメータ 設定方法 設定値

断層面積（S1） 断層面積の30％ 32,207（km
2
）

すべり量（D1） 平均すべり量（D） 8.07（m）

剛性率（μ） 土木学会（2002） 5.0×10
10

（N/m
2
）

地震ﾓｰﾒﾝﾄ（Mo1） μ・S1・D1 1.30×10
22

（Nm）

パラメータ 設定方法 設定値

断層面積（S3） 断層面積（S）の5％ 5,368（km
2
）

すべり量（D3） 平均すべり量（D）の3倍 24.21（m）

剛性率（μ） 土木学会（2002） 5.0×10
10

（N/m
2
）

地震ﾓｰﾒﾝﾄ（Mo3） μ・S3・D3 6.50×10
21

（Nm）

調整前 調整後

背景的領域 4.04（m） 3.67（m）

基本すべり域 8.07（m） 7.34（m）

中間大すべり域 16.14（m） 14.67（m）

大すべり域 24.21（m） 22.01（m）

超大すべり域 32.28（m） 29.35（m）

9.04

海溝軸～深さ60km

107,357（km2）

3.17（MPa）

5.0×1010（N/m2）

4.58×1022（Nm）

太平洋プレートの運動方

向に基づいて設定

60（ｓ）

平均応力降下量（⊿σ）

（=7/16・Mo・（S/π）-3/2）

剛性率（μ）

地震ﾓｰﾒﾝﾄMo

すべり角λ

ライズタイムτ

ﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ（Mw）

地震発生深さ

断層面積（S）

すべり量 7.34（m）

断層面積
（面積比率）※１

56,675(km2)
（52.8%）

すべり量 3.67（m）

断層面積
（面積比率）

50,682(km2)
（47.2%）

すべり量 14.67（m）

断層面積
（面積比率）※２

24,875(km2)
（23.2%）

すべり量 22.01（m）

断層面積
（面積比率）※３

11,732(km
2
)

（10.9%）
すべり量 29.35（m）

断層面積
（面積比率）

6,201(km2)
（5.8%）
8.53（m）

背景的領
域

中間大す
べり域

超大すべ
り域

平均すべり量D

大すべり
域

基本すべ
り域

土木学会（2016）

土木学会（2016）

土木学会（2016）

土木学会（2016）

土木学会（2016）

土木学会（2016）

岩手県沖南部～茨城県沖

：与条件

14．特性化モデル④の周期特性

14．２ 特性化モデル④の設定根拠（海溝側強調モデルの設定）（６／６）

パラメータ 設定方法 設定値

断層面積（S） 107,357（km
2
）

地震発生深さ
地震調査研究推進本部

（2012）
海溝軸～深さ60km

平均応力降下量（⊿σ）
内閣府（2012），

Murotani et al.(2013)
3（MPa）

剛性率（μ） 5.0×10
10

（N/m
2
）

地震ﾓｰﾒﾝﾄ（Mo） 16/(7π
3/2

）・⊿σ・S
3/2

4.33×10
22

（Nm）

平均すべり量（D） 16/(7π
3/2

）・⊿σ・S
1/2

/μ 8.07（m）

パラメータ 設定方法 設定値

断層面積（S2） 断層面積（S）の10％ 10,736（km
2
）

すべり量（D2）
平均すべり量（D）の２倍

内閣府（2012） 16.14（m）

剛性率（μ） 5.0×10
10

（N/m
2
）

地震ﾓｰﾒﾝﾄ（Mo2） μ・S2・D2 8.66×10
21

（Nm）

パラメータ 設定方法 設定値

断層面積（S４） 断層面積（S）の5％ 5,368（km
2
）

すべり量（D４）
平均すべり量（D）の４倍

内閣府（2012） 32.28（m）

剛性率（μ） 5.0×10
10

（N/m
2
）

地震ﾓｰﾒﾝﾄ（Mo４） μ・S４・D４ 8.66×10
21

（Nm）
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• 岩手観測波形の特徴である長周期の波と短周期の波の重畳の再現性の確認は，以下の２ケースにより行う。

14．特性化モデル④の周期特性

14．３ 岩手県南部沖GPS波浪計で取得した3.11地震津波波形の再現解析（１／３）

■検討方針

【海溝側強調モデル（ケース①）】

• 大すべり域等に正対し，岩手県南部沖GPS波浪計設置位置の沿岸の距離及び水深と類似性がある宮城県中部GPS波浪計設置位置における計算
波形が，岩手観測波形の特徴を有しているかを確認する。

【海溝側強調モデルの大すべり域等を北へ約150km移動したモデル（ケース②）】

• 海溝側強調モデルの大すべり域等を岩手県南部沖GPS波浪計設置位置に正対する位置に移動（北へ約150㎞）させたモデルを設定し，岩手県南部
沖GPS波浪計設置位置の計算波形と観測波形を比較し，岩手観測波形の再現性を確認する。

海溝側強調モデル
（ケース①）

海溝側強調モデルの大すべり域等
を北へ約150㎞移動したモデル

（ケース②）

計算波形出力位置
（宮城県中部沖GPS

波浪計設置位置）
計算波形と観測波形
の比較位置
（岩手県南部沖GPS

波浪計設置位置）

第949回審査会合（R3.2.19）
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• 海溝側強調モデルの計算波形（宮城県中部沖GPS波浪計設置位置）を以下に示す。

• 海溝側強調モデルの第１波は，岩手観測波形の特徴である長周期の波と短周期の波を良好に再現していることを確認した。

海溝側強調モデルの計算波形

水
位
（
ｍ

）

時間

：計算波形

■再現解析結果（１／２）：海溝側強調モデル（ケース①）

14．特性化モデル④の周期特性

14．３ 岩手県南部沖GPS波浪計で取得した3.11地震津波波形の再現解析（２／３）

海溝側強調モデル
（ケース①）

計算波形出力位置
（宮城県中部沖GPS

波浪計設置位置）

第949回審査会合（R3.2.19）
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• 岩手観測波形と海溝側強調モデルの大すべり域等を北へ約150km移動したモデルによる計算波形の比較を以下に示す。

• 計算波形の第１波は岩手観測波形を良好に再現していることを確認した。

岩手観測波形と計算波形との比較

水
位
（
ｍ

）

時間※２

：岩手観測波形
：計算波形

（岩手観測波形と第一波のピークを合わせるため，時間を＋２分シフトした波形）

※２：地震発生時間を0分とする。

■再現解析結果（２／２）：海溝側強調モデルの大すべり域等を北へ約150km移動したモデル（ケース②）

14．特性化モデル④の周期特性

14．３ 岩手県南部沖GPS波浪計で取得した3.11地震津波波形の再現解析（３／３）

以上から，海溝側強調モデルのすべり分布等を参考に設定した特性化モデル④は，正対する沿岸に対して，長周期の波に加え短周期の波も
適切に考慮できるモデルであることを確認した。

海溝側強調モデルの大すべり域等
を北へ約150㎞移動したモデル

（ケース②）

計算波形と観測波形
の比較位置
（岩手県南部沖GPS

波浪計設置位置）

第949回審査会合（R3.2.19）
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15．発電所周辺地形及び各特性化モデルの周期特性

15．１ 検討方針

15．２ 計算条件

15．３ 発電所周辺地形が有する周期特性

15．４ 津波の周期特性

15．５ 発電所の津波高さに与える支配的な要因

15．６ まとめ
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15．発電所周辺地形及び各特性化モデルの周期特性

15．１ 検討方針

■発電所の立地的特徴

• 沿岸域の津波高さには，地震規模や波源位置等の津波波源そのものの影響に加えて，湾・入り江地形等の発電所周辺の地形や港湾施設等との共
振の影響が含まれる。

• 発電所の立地的特徴について，発電所周辺はリアス海岸のような複雑な地形を呈しておらず比較的平坦な海岸線に立地するが，発電所港湾施設や
岬（物見崎）等の微地形を要因とした固有周期が，発電所の津波高さに影響を与える可能性がある。

• 連動型津波の評価にあたっては，3.11地震と同様に長周期成分が卓越する特性化モデル①②③，杉野ほか（2013）を参考に長周期に加えて，短周期
の波の発生要因も考慮した特性化モデル④と周期特性が異なる複数の特性化モデルを設定しているが，上記発電所の立地的特徴を踏まえた津波
評価にあたって，周期特性の観点から特性化モデル①～④の評価で妥当であるか（充足しているか）の確認を行う。

計算領域とその水深
及び格子分割

発電所
専用港湾

岬
（物見崎）

■特性化モデル（大すべり域・超大すべり域の位置の不確かさ水位上昇側決定ケース）

特性化モデル①

（南へ約50㎞移動）

特性化モデル②

（南へ約100㎞移動）

特性化モデル③

（南へ約100㎞移動）

【3.11地震と同様に長周期成分が卓越する特性化モデル】

特性化モデル④

（南へ約40㎞移動）

【長周期の波に加えて短周期の波の発生要因も考慮した特性化モデル】

東通原子力

発電所

東通原子力

発電所
東通原子力

発電所

東通原子力

発電所

第949回審査会合（R3.2.19）

資料1-2 p149 再掲
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15．２ 計算条件

• 周期を変化させた正弦波による津波解析を実施して，発電所周辺地形の周期特性を把握する。下記に主な計算条件を示す。

主な計算条件

E領域 F領域 G領域 H領域

空間格子間隔Δs 93 m(2500/27) 31 m(2500/81) 10m(2500/243) 5m(2500/486)

時間格子間隔Δt 0.1秒

基礎方程式 非線形長波式（浅水理論）

入射波 正弦波：10波以上，振幅：0.1m，周期：１分～30分（１分ピッチ），20分～60分（5分ピッチ）

沖側境界条件
・沖側境界：正弦波による水位変動を流量として入射し，岸からの反射波については自由透過させる。
・側面水域境界：自由透過

陸側境界条件 小谷ほか（1998）の遡上境界条件

海底摩擦 マニングの粗度係数n = 0.03m-1/3s（土木学会（2016）より）

計算時間 3時間を基本とし，入射波周期が18分より長いケースは10波相当の時間とする。

計算領域とその水深及び格子分割

E領域
Δs＝93m

H領域
Δs＝5m

第949回審査会合（R3.2.19）
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15．発電所周辺地形及び各特性化モデルの周期特性

15．３ 発電所周辺地形が有する周期特性：検討結果

発電所港湾
～物見崎

東北電力
東通発電所

東京電力
東通発電所

• 発電所港湾施設や岬（物見崎）等の微地形を要因とする固有周期（最大水位上昇量分布）を以下に示す。

■発電所北～東京東通
（入射波周期：8分）

■発電所港湾
（入射波周期：7分）

■発電所港湾～物見崎
（入射波周期：12分）
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15．発電所周辺地形及び各特性化モデルの周期特性

15．３ 発電所周辺地形が有する周期特性：まとめ

• 発電所の津波高さに影響を与える周辺地形（固有周期）を確認するため，正弦波の入射位置と発電所港湾内（補機冷却海水系取水口前面）及び
発電所北側の最大水位上昇量の関係（水位増幅）を整理した。

• 検討の結果，発電所港湾内については発電所港湾～物見崎を節とする固有周期（12分）の影響が大きく，発電所北側については発電所港湾～
東京東通を節とする固有周期（8分）の影響が大きいことを確認した。

• なお，20分以上の長周期の波については，周辺地形の影響による顕著な水位増幅は認められないことを確認した。

周辺地形 固有周期 備考

発電所港湾～物見崎 12分 下左図（発電所位置拡大）

発電所港湾～東京東通 8分 下右図（発電所位置拡大）

発電所港湾 7分

入射波周期：12分 入射波周期：8分

■発電所位置における最大水位上昇量分布

各評価位置における正弦波の入射波周期と

最大水位上昇量の関係（水位増幅）

発電所港湾～物見崎

（周期：12分）

20分以上の長周期の波に顕著な水位増幅は
認められない。

発電所港湾

～東京東通

（周期：8分）

■発電所周辺地形で確認された固有周期

発電所北側

補機冷却海水系
取水口前面

発電所北側

補機冷却海水系
取水口前面

：入射位置

：発電所港湾内（補機冷却海水系取水口前面）

：港湾北側
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15．発電所周辺地形及び各特性化モデルの周期特性

15．４ 津波の周期特性（１／２）

■検討方針

• 津波波源そのものが有する周期特性及び発電所の津波高さに影響を与えている支配的な要因を確認するため，基準津波策定位置及び発電所の
津波高さに与える影響が大きい（水位増幅率が大きい）発電所港湾内（補機冷却海水系取水口前面） の水位時刻歴波形を用いてスペクトル解析
を実施した。

基準津波策定位置と正弦波の入射位置

各評価位置における正弦波の入射波周期と最大水位上昇量の関係

：入射位置

：基準津波策定位置

：発電所港湾内（補機冷却海水系取水口前面）

入射位置

発電所港湾内

（補機冷却海水系取水口前面）

〇：水位時刻歴波形

抽出位置

基準津波策定位置
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15．発電所周辺地形及び各特性化モデルの周期特性

15．４ 津波の周期特性（２／２）

■検討対象津波の選定

• 発電所の津波高さに与える支配的な要因を確認する観点から，各特性化モデルの大すべり域・超大すべり域位置の不確かさケースのうち水位
上昇側決定ケースを対象に検討を実施する。

• 検討に用いる各特性化モデル及び各特性化モデルの最大水位上昇量分布を以下に示す。

特性化モデル①

（南へ約50㎞移動）

特性化モデル②

（南へ約100㎞移動）
特性化モデル③

（南へ約100㎞移動）

特性化モデル④

（南へ約40㎞移動）

【各特性化モデル（大すべり域・超大すべり域の位置の不確かさを考慮した水位上昇側決定ケース）】

特性化モデル① 特性化モデル② 特性化モデル③ 特性化モデル④

【各特性化モデルの最大水位上昇量分布】
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• 基準津波策定位置における水位時刻歴波形（１２時間）を用いて，スペクトル解析を実施した。

■スペクトル解析に用いる基準津波策定位置の水位時刻歴波形

15．発電所周辺地形及び各特性化モデルの周期特性

15．４ 津波の周期特性：各特性化モデルの周期特性（１／２）

特性化モデル②

特性化モデル③ 特性化モデル④

特性化モデル①

水位時刻歴波形抽出位置

（基準津波策定位置）

基準津波策定位置
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• 基準津波策定位置のスペクトル解析結果を以下に示す。

• 各特性化モデルともに，津波波源そのものの周期は15分～40分程度の長周期成分が卓越することを確認した。

■スペクトル解析結果：津波の周期特性

15．発電所周辺地形及び各特性化モデルの周期特性

15．４ 津波の周期特性：各特性化モデルの周期特性（２／２）

特性化モデル②

特性化モデル③ 特性化モデル④

特性化モデル①

40分～15分

40分～15分40分～15分

45分～15分

基準津波策定位置 基準津波策定位置

基準津波策定位置 基準津波策定位置

スペクトル解析位置

（基準津波策定位置）

基準津波策定位置
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• 発電所港湾内（補機冷却海水系取水口前面）における水位時刻歴波形（１２時間）を用いて，スペクトル解析を実施した。

■スペクトル解析に用いる発電所港湾内（補機冷却海水系取水口前面の水位時刻歴波形

15．発電所周辺地形及び各特性化モデルの周期特性

15．４ 津波の周期特性：発電所地点における津波の周期特性（１／２）

水位時刻歴波形抽出位置

（発電所港湾内）

発電所港湾内

（補機冷却系取水口前面）

特性化モデル②

特性化モデル③ 特性化モデル④

特性化モデル①
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水位時刻歴波形抽出位置

（発電所港湾内）

発電所港湾内

（補機冷却系取水口前面）

15．発電所周辺地形及び各特性化モデルの周期特性

15．４ 津波の周期特性：発電所地点における津波の周期特性（２／２）

• 各特性化モデルの発電所港湾内のパワースペクトルを以下に示す。

• パワースペクトルから，発電所の津波高さは津波波源そのものが有する長周期の影響が支配的であり，発電所港湾施設や発電所周辺の微地形が有する
固有周期の顕著な影響は見られないことを確認した。

■スペクトル解析結果：発電所地点における津波の周期特性

特性化モデル②特性化モデル①

特性化モデル③ 特性化モデル④

：発電所港湾内

：基準津波策定位置

：発電所港湾内

：基準津波策定位置

津波波源

40分～15分
津波波源

40分～15分

津波波源

40分～15分
津波波源

45分～15分
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15．発電所周辺地形及び各特性化モデルの周期特性

15．５ 発電所の津波高さに与える支配的な要因（１／５）

• 前項（13.2～13.4）における発電所周辺地形及び各特性化モデルの周期特性の比較から，発電所の津波高さは，津波波源そのものの影響が支配
的であり，発電所港湾施設や発電所周辺の微地形の影響は小さいことを確認した。

• 本項（13.5）では，各特性化モデルの津波の特徴（波長，津波高さ（最高水位））から発電所の津波高さに与える支配的要因について検討する。

■検討方針
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18315．発電所周辺地形及び各特性化モデルの周期特性

15．５ 発電所の津波高さに与える支配的な要因（２／５）

■特性化モデル①の津波特性

• ①発電所港湾施設（取水口～防波堤堤頭部）のスケールは1㎞程度であるのに対して（p150），最高水位を決定する第１波の波長は基準津波策定位置で40㎞
程度，発電所港湾内で24㎞程度と長いとともに，②発電所防波堤の天端高（4～6m程度）に対して，発電所地点の津波高さは10m程度と高い。

• 以上から，特性化モデル①については，発電所港湾施設や発電所周辺の微地形に対する周期特性（短周期）の影響は小さいと考えられる。

周期（T） 波長（λ） 1/2波長 1/4波長

基準津波策定位置
（水深：H≒100m）

15分 28.2㎞ 14.1㎞ 7.0㎞

40分 75.1㎞ 37.6km 18.8km

発電所港湾内
（水深：H≒10m）

15分 8.9km 4.5km 2.2km

40分 23.8km 11.9km 5.9km

（参考）水深と周期から算定される波長※３

※３：算定式 λ＝√（gH）×T
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：水位の抽出断面 ：水位の抽出断面

地震発生35分後※１の
スナップショット

地震発生40分後※２の
スナップショット

※１：基準津波策定位置における
最高水位発生時間
※２：発電所地点における最高水位
発生時間

水位断面図

：地震発生35分後※１

：地震発生40分後※２

＜①波長＞

＜②発電所地点の津波高さ（最大水位上昇量分布＞

※１：基準津波策定位置における最高水位発生時間
※２：発電所地点における最高水位発生時間

1/2波長（ピークtoピーク）

：20km程度

1/4波長相当（ゼロクロス相当）

：6km程度
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15．発電所周辺地形及び各特性化モデルの周期特性

15．５ 発電所の津波高さに与える支配的な要因（３／５）

周期（T） 波長（λ） 1/2波長 1/4波長

基準津波策定位置
（水深：H≒100m）

15分 28.2㎞ 14.1㎞ 7.0㎞

40分 75.1㎞ 37.6km 18.8km

発電所港湾内
（水深：H≒10m）

15分 8.9km 4.5km 2.2km

40分 23.8km 11.9km 5.9km

（参考）水深と周期から算定される波長※３

※３：算定式 λ＝√（gH）×T

：水位の抽出断面 ：水位の抽出断面

地震発生35分後※１の
スナップショット

地震発生40分後※２の
スナップショット

水位断面図

：地震発生35分後※１

：地震発生40分後※２

1/2波長（ピークtoピーク）

：35km程度

1/4波長相当（ゼロクロス相当）

：10km程度

• ①発電所港湾施設（取水口～防波堤堤頭部）のスケールは1㎞程度であるのに対して（p150），最高水位を決定する第１波の波長は基準津波策定位置で70㎞
程度，発電所港湾内で40㎞程度と長いとともに，②発電所防波堤の天端高（4～6m程度）に対して，発電所地点の津波高さは10m程度と高い。

• 以上から，特性化モデル②については，発電所港湾施設や発電所周辺の微地形に対する周期特性（短周期）の影響は小さいと考えられる。

※１：基準津波策定位置における
最高水位発生時間
※２：発電所地点における最高水位
発生時間

※１：基準津波策定位置における最高水位発生時間
※２：発電所地点における最高水位発生時間

■特性化モデル②の津波特性

＜①波長＞

＜②発電所地点の津波高さ（最大水位上昇量分布＞
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15．発電所周辺地形及び各特性化モデルの周期特性

15．５ 発電所の津波高さに与える支配的な要因（４／５）

周期（T） 波長（λ） 1/2波長 1/4波長

基準津波策定位置
（水深：H≒100m）

15分 28.2㎞ 14.1㎞ 7.0㎞

40分 75.1㎞ 37.6km 18.8km

発電所港湾内
（水深：H≒10m）

15分 8.9km 4.5km 2.2km

40分 23.8km 11.9km 5.9km

（参考）水深と周期から算定される波長※３

※３：算定式 λ＝√（gH）×T

：水位の抽出断面 ：水位の抽出断面

地震発生35分後※１の
スナップショット

地震発生40分後※２の
スナップショット

水位断面図

：地震発生35分後※１

：地震発生40分後※２
1/2波長（ピークtoピーク）

：35km程度

1/4波長（ゼロクロス）

：10km程度

• ①発電所港湾施設（取水口～防波堤堤頭部）のスケールは1㎞程度であるのに対して（p150），最高水位を決定する第１波の波長は基準津波策定位置で70㎞
程度，発電所港湾内で40㎞程度と長いとともに，②発電所防波堤の天端高（4～6m程度）に対して，発電所地点の津波高さは10m程度と高い。

• 以上から，特性化モデル③については，発電所港湾施設や発電所周辺の微地形に対する周期特性（短周期）の影響は小さいと考えられる。

※１：基準津波策定位置における
最高水位発生時間
※２：発電所地点における最高水位
発生時間

※１：基準津波策定位置における最高水位発生時間
※２：発電所地点における最高水位発生時間

■特性化モデル③の津波特性

＜①波長＞

＜②発電所地点の津波高さ（最大水位上昇量分布＞
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15．発電所周辺地形及び各特性化モデルの周期特性

15．５ 発電所の津波高さに与える支配的な要因（５／５）

周期（T） 波長（λ） 1/2波長 1/4波長

基準津波策定位置
（水深：H≒100m）

15分 28.2㎞ 14.1㎞ 7.0㎞

40分 75.1㎞ 37.6km 18.8km

発電所港湾内
（水深：H≒10m）

15分 8.9km 4.5km 2.2km

40分 23.8km 11.9km 5.9km

（参考）水深と周期から算定される波長※３

※３：算定式 λ＝√（gH）×T

：水位の抽出断面 ：水位の抽出断面

地震発生35分後※１の
スナップショット

地震発生40分後※２の
スナップショット

水位断面図

：地震発生35分後※１

：地震発生40分後※２

1/2波長（ピークtoピーク）

：30km程度

1/4波長（ゼロクロス）

：3km程度

• ①発電所港湾施設（取水口～防波堤堤頭部）のスケールは1㎞程度であるのに対して（p150），最高水位を決定する第１波の波長は基準津波策定位置で60㎞
程度，発電所港湾内で12㎞程度と長いとともに，②発電所防波堤の天端高（4～6m程度）に対して，発電所地点の津波高さは10m程度と高い。

• 以上から，特性化モデル④については，発電所港湾施設や発電所周辺の微地形に対する周期特性（短周期）の影響は小さいと考えられる。

※１：基準津波策定位置における
最高水位発生時間
※２：発電所地点における最高水位
発生時間

※１：基準津波策定位置における最高水位発生時間
※２：発電所地点における最高水位発生時間

■特性化モデル④の津波特性

＜①波長＞

＜②発電所地点の津波高さ（最大水位上昇量分布＞
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15．発電所周辺地形及び各特性化モデルの周期特性

15．６ まとめ

• 発電所周辺はリアス海岸のような複雑な地形を呈しておらず比較的平坦な海岸線に立地するが，発電所は専用港湾施設を有するとともに，発電
所周辺には岬（物見崎）等の微地形が存在する。

• 連動型津波の評価にあたっては，3.11地震と同様に長周期成分が卓越する特性化モデル①②③，杉野ほか（2013）を参考に長周期に加えて，
短周期の波の発生要因も考慮した特性化モデル④と周期特性が異なる複数の特性化モデルを設定しているが，上記発電所の立地的特徴を踏
まえた津波評価として，周期特性の観点から特性化モデル①～④の評価で妥当であるか（充足しているか）を確認するため，発電所周辺地形及
び各特性化モデルの周期特性の比較から検討した。

• 検討の結果，発電所の津波高さは津波波源そのものの影響が支配的であり，発電所港湾施設や発電所周辺の微地形の影響は小さいことを確
認した。これは，①発電所は比較的平坦な海岸線に立地するとともに，②最高水位を決定する第１波の波長は長く ，かつ津波高さが10m程度と
高いためと考えられる。

• 以上から，発電所の立地的特徴を踏まえた津波評価にあたっては，特性化モデル①～④による評価で妥当である（充足している）ことを確認した。
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16．津波伝播特性の検討

16．１ 検討方針

16．２ 最大水位上昇量分布

16．３ 津波の伝播状況
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• 発電所を津波波源と仮定した場合の数値シミュレーションにより，津波の伝播特性の大まかな傾向の把握を行った。

• 津波波源は，発電所を中心とする半径２kmの円を設定し，一律10mの初期水位を与えた。

16．津波伝播特性の検討

16．１ 検討方針

初期水位分布図

東通原子力発電所

津波水位

第949回審査会合（R3.2.19）
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水位補正前 水位補正後

• 水深による津波振幅への影響を軽減するため，「グリーンの法則」を用いて最大水位上昇量を補正※した。

※：波源位置の水深をh0（＝10m），沖合地点の水深をhとして，数値シミュレーションで得られる各格子の最大水位上昇量を「（h0/h）1/4」で除して補正。

16．津波伝播特性の検討

16．２ 最大水位上昇量分布

津波水位

津波水位

第949回審査会合（R3.2.19）
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• 波源域から敷地前面海域に向かって，同心円状に津波が伝播する過程が確認される。

16．津波伝播特性の検討

16．３ 津波の伝播状況：敷地近傍（３～２５分後）

津波水位 津波水位 津波水位

津波水位 津波水位 津波水位

３分 ５分 １０分

１５分 ２０分 ２５分

第949回審査会合（R3.2.19）
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16．津波伝播特性の検討

16．３ 津波の伝播状況：広域（２０～９０分後）

津波水位 津波水位 津波水位

津波水位 津波水位津波水位

２０分 ３０分 ４０分

６０分 ８０分 ９０分

• 沖合に向かって，同心円状に津波が伝播する過程が確認される。

第949回審査会合（R3.2.19）
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